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 第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨 

伯耆町は、平成１７（２００５）年１月１日に、岸本町と溝口町が合併して誕生しました。同時に、

「伯耆町部落差別をはじめあらゆる差別をなくする人権尊重に関する条例」を制定し、人権問題

の解決は町政の重要課題と位置づけて、町政を推進しています。 

伯耆町では、この条例に基づき審議会を設置し、平成１９（２００７）年３月に「伯耆町人権施策

基本方針」及び「伯耆町人権施策推進計画」を策定しました。そして、平成２９（２０１７）年３月に

「第２次伯耆町人権施策推進計画」を策定し、計画に基づいて人権施策を実施してきました。 

国では、平成２８（２０１６）年に「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下「部落差別解消法」

という。）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」とい

う。）、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（以

下「ヘイトスピーチ解消法」という。）の差別解消を目指したいわゆる人権３法が施行されました。

そして、令和元（２０１９）年には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性

活躍推進法」という。）や「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律」（以下「労働施策総合推進法」という。）が改正されるなど、矢継ぎ早に

人権に関する法整備が進められています。 

鳥取県では、令和３（２０２１）年４月に「鳥取県人権尊重の社会づくり条例」が一部改正され、現

在、「鳥取県人権施策基本方針」の改訂作業が進められています。 

「伯耆町人権施策基本方針」は、伯耆町の人権施策の方向性や重要性を示すものです。そし

て、基本方針を具現化するための道筋や取組の方向性を示すものが「伯耆町人権施策推進計

画」です。 

このたびの改訂では、現在の基本方針に基づき、新たな課題にも対応しながら、施策の体系化

と一層の充実を図りました。策定にあたっては、多くの町民の皆様のご意見を反映させながら、

「住民参画と協働による人権尊重のまちづくり」の視点を大切にしました。 

だれもが、個性や能力を十分に発揮することができる社会をつくるために、人権尊重を推進す

るとともに、同和問題（部落差別）、男女共同参画、障がいのある人、子ども、高齢者、外国人、病

気にかかった人の人権などについて、分野ごとに所管する関係各課との連携を図りながら、取組

を推進していく必要があります。 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、すべての国民に基本的人権を保障し、法の下の平等を定めた「日本国憲法」の理

念及び「伯耆町部落差別をはじめあらゆる差別をなくする人権尊重に関する条例」に基づき、ま

た、国の関係法令や「鳥取県人権施策基本方針」、「伯耆町総合計画」等との整合性を図りなが

ら策定するものです。 
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３ 計画の期間 

この計画は、令和４（２０２２）年度から令和８（２０２６）年度までの５年間を計画期間とします。

なお、この計画は、おおむね５年後の令和８（２０２６）年をめどに見直しを行います。 

２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２3 ２０２4 ２０２５ ２０２６ ２０２７ 

第２次伯耆町人権施策推進計画 

第３次伯耆町人権施策推進計画

４ 計画改訂の経緯 

この計画の改訂にあたっては、令和３（２０２１）年５月に町内の１６歳以上の方の中から無作為

に抽出した１，２００人を対象に実施した人権意識調査の結果から、県の調査結果や町の前回調

査結果との比較をしながら、本町の課題の把握を行いました。また、第２次伯耆町人権施策推進

計画における事業の実施状況調査を実施する中でも課題の把握を行いました。 

これらを基に、庁内関係部局の意見を求めたうえで素案を作成し、関係地区代表者、各種団

体代表者や学識経験者等からなる伯耆町部落差別をはじめあらゆる差別をなくする人権尊重

に関する審議会において、内容の検討を行いました。また、パブリックコメント（注１） を実施し、広

く住民の皆さんの意見を取り入れるよう努めました。 

なお、本計画改訂の経緯は、次のとおりです。 

伯耆町人権施策基本方針・推進計画 伯耆町人権意識調査 

平成１９（２００７）年３月 策定  

平成２９（２０１７）年３月 第１次改訂 平成２８（２０１６）年５月 第１回調査実施 

令和 ４（２０２２）年３月 第２次改訂 令和 ３（２０２１）年５月 第２回調査実施 

５ 計画の進行管理 

この計画の進行管理については、計画の実施状況の点検・評価を毎年行い、住民意識の変化、

社会的な動向に応じて弾力的かつ柔軟な運用を図ります。 

【用語解説】 

（注１） パブリックコメント ：公的な機関が法令等を制定しようとするときに、広く公に（＝パブリック）、 

意見・情報・改善案などを求める手続き。その結果を反映させることによって、より良い行政を目指す。

評価・見直し 

評価・見直し 
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 第２章 計画の基本的な考え方                        

１ 人権施策基本方針 

日本国憲法の精神のもとに「お互いの人権が尊重され、誇りをもって生きることができる差別

と偏見のない」社会をめざし、次のとおり人権施策基本方針を掲げ、様々な施策を総合的に展開

していきます。 

（１） 一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまちづくり 

（２） 人権文化（注２） の風が吹き渡るまちづくり 

(3) みんなが安心して暮らせるまちづくり

（１） 一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまちづくり 

一人ひとりが自分自身の意思や希望を持って、まわりの人々と協力し合って、お互いの存在

を尊重し合いながら、自分の個性や能力を十分発揮して多様な生き方や価値観を認め合える

社会をめざします。これはまた、町民一人ひとりが自分自身の課題や、自分を取り巻く家庭や

地域社会の中にある課題を持ち寄り、その課題解決に向けて行政の政策決定の場にも加わり、

町政に参画する社会、協働のまちづくりの基礎になる部分を保障するものです。 

   子どもからお年寄りまで、障がいの有無や国籍、性別などにかかわらず、誰もが地域の中で

主体的に人々とかかわりながら、自分の個性や能力が十分発揮できるような社会づくりをめ

ざします。 

   この取組は、まちに人権文化の風が吹き渡り、みんなが安全で安心して暮らせるまちを生み

出そうとする取組です。 

（２） 人権文化の風が吹き渡るまちづくり 

   人権が尊重されるまちは、すべての人々が個人として尊重され、市民的権利（注３） と自由

が保障されます。 

【用語解説】 

（注２） 人権文化 ：人権意識・人権感覚にあふれた人々で地域が満たされ、人権を尊重する心や態度が日常

生活のすみずみにいきわたっているような状態を表す。（鳥取県人権文化センター設立趣意書より） 

（注３） 市民的権利 ：一人の住民としての行動・思想・財産の自由が保障され、居住する地域・国家の政治に

参加することの出来る権利。 
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   人権についての正しい理解や実践する態度が、町民の中に十分定着していない状況では、

ともすれば自分の権利だけをことさら主張するあまり、相手の権利を侵害してしまうことにもな

りかねません。自分の人権が尊重されるためには、相手の権利を認めお互いに尊重し合い支

え合う社会が基盤となっていることが大切です。 

   人権文化の風が吹き渡るまちの実現には、町民一人ひとりが人権を自分自身の問題として

とらえ、学び、考え、行動することが原動力になります。そのためには、お互いの違いを認め合

い、尊重し合い、共に生きる心を育むことが大切です。 

   すぐれた人権意識と豊かな人権感覚にあふれた人々で地域が満たされ、それぞれの人権を

尊重する心と態度が日常生活のすみずみに行き渡っているようなまちづくりをめざします。 

（３） みんなが安心して暮らせるまちづくり 

   みんなが安心して暮らせるまちは、市民的権利と自由が保障されていることはもちろん、誰

からも危害を受けることのない安全が保障され、お互いが信頼感で結ばれた地域社会でお互

いの存在を確かめ合い、自信と誇りを持って生活できる社会でなければなりません。 

   こうした社会を実現していくためには、「一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまち」で、

「人権文化の風が吹き渡るまち」が前提となります。また、いつでも誰でもどこでも相談が出来

て、適切な支援を受けることができる環境が十分整備されていることも、そこに住む人の大き

な安心感につながります。 

   しかし、少子・高齢化等の進展により、これまで家族や地域の人々の共同作業で支えられて

いた家事や育児、地域行事などの取組ができにくくなってきています。また、生活そのものが

高度に機械化され関連産業の参入などにより、近隣との人間関係を結ばなくても、生活そのも

のには支障をきたさないような環境が生まれています。これにより、社会や集団の中での人間

関係のあり方が変化してきています。 

私たちは、家庭や地域、職場などのさまざまな社会集団とのかかわりの中で、心が満たされ、

社会にとって自分の存在がかけがえのないものであるという自信と誇りを得ることができます。

こうした安心感や自信は、人権を自分の問題として考え、学び、行動する力を生み出すととも

に、他人の人権を尊重することにもつながるのです。 
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２ 人権施策の推進方針 

（１） 住民参画と協働による人権尊重のまちづくり 

人権が尊重されるまちづくりの主体は、そのまちに暮らす住民そのものです。それぞれの住

民が自分たちの課題を持ちより、行政の政策決定の場に対等な立場で加わり、お互いの役割

分担を明確にしながら、企画、実施、点検などをともに行なう「参画と協働」により施策を推進し

ます。 

誰もが安心して暮らせるまちづくりは、年齢、性別、国籍、心身の状況など、人々にあるさま

ざまな違いや特性を認め合い、すべての人が活動しやすいように環境や建物、製品などのデ

ザインのみにとどまることなく、社会の仕組みや制度づくりを含めて、地域社会全体にまで発展

させていかなければなりません。 

この取組は、すべての人が等しく社会の一員として尊重され、多様な生き方を認め合い、個

性が十分発揮できる社会を実現することにつながります。伯耆町はこのすべての人を大切にす

るという視点に立った施策を積極的に推進します。 

（２） 人権教育・人権啓発の推進 

   部落差別をはじめあらゆる差別の解消を実現するために、町民一人ひとりがお互いの人権

を尊重することの重要性を正しく認識し、他人の人権を十分尊重した行動が取れるように人権

教育・人権啓発を推進します。 

   「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（平成１２（２０００）年）において、人権教育は

「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」、人権啓発は「国民の間に人権尊重の理念

を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動」

と定義しています。 

   地域、家庭、学校、職場などのあらゆる機会を通して、日常生活の課題などを人権尊重の視

点から具体的に取り上げ、自分自身の問題として考えてもらうなど、方法や内容にも工夫して

人権教育・人権啓発を推進します。特に、企業内研修やＰＴＡ研修などの充実を図ります。 

   町民一人ひとりが人権について正しい認識を持つためには、常に正しく新しい情報を収集

して提供しなければなりません。伯耆町文化センターを人権情報の発信基地として位置づけ、

資料の収集、貸し出しや各種研修講座の開催、講師派遣など、町民のニーズにあった人権情

報を提供します。 

（３） 相談・支援の体制整備と充実 

   町民が人権に関する問題に直面したとき、様々な施策や制度、専門的な助言や支援によっ

て問題が早期に解決され、保護や自立支援等が適切に行われることが必要であり、そのため、

町民が様々な支援施策を円滑に活用できる相談機能の充実が重要になります。 

   また、町民が直面する問題は、同和問題（部落差別）、男女共同参画、障がいのある人、子ど
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も、高齢者、外国人、病気にかかった人の人権など様々な内容に及び、複数の問題を抱えるこ

とも少なくなく、相談内容を限定することなく受付けて、他の機関へつなげられるよう、相談等

受入体制として関係機関との連携が求められています。 

   心配ごと・人権相談、困りごと・行政相談、人権・行政相談など、毎月総合的な相談日を設定

し、その広報に努めるとともに、鳥取県等が設置する個別の人権課題に応じた相談・支援窓口

についても、効果的に周知するよう努めます。 
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３ 人権施策推進計画の体系 

Ⅰ 人権施策基本方針 

１ 一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまちづくり 

２ 人権文化の風が吹き渡るまちづくり 

３ みんなが安心して暮らせるまちづくり 

Ⅱ 人権施策の推進方針 

１ 住民参画と協働による人権尊重のまちづくり 

２ 人権教育・人権啓発の推進 

３ 相談・支援の体制整備と充実 

Ⅲ 共通して取り組む重要施策 

１ 人権教育・人権啓発の推進 

（１）効果的な啓発手法 

（２）効果的な情報提供 

２ 差別実態の解消に向けた施策 

（１）差別解消に向けた施策の検討 

①差別事象対策会議 

②インターネットモニタリング 

３ 相談・支援の体制整備と充実 

（１）相談機能の充実 

①人権相談日の開設 

②周知の工夫と相談しやすい環境づくり 

③関係機関の連携の推進 

４ 個人情報の保護と人権 

（１）個人情報の適正な管理等の推進 

（２）本人通知制度の周知 

５ ユニバーサルデザインの推進 

（１）教育・啓発の推進 

（２）公共施設等のＵＤ化の推進 

６ 企業への啓発 

（１）事業主等への人権啓発 

Ⅳ 分野別施策の推進 

１ 同和問題（部落差別） 

（１）差別意識の解消に向けた教育、啓発の推進 

①教育・啓発の推進 

②同和対策事業の推進 
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③保育所・学校における人権教育の推進 

（２）同和地区関係者を取り巻く課題解決に向けた施策の推進 

①相談活動の充実 

②差別事象への適切な対応 

③本人通知制度の周知普及 

２ 男女共同参画に関する人権 

（１）社会における制度又は慣行の見直しと意識改革 

①男女共同参画に向けた意識改革 

②政策・方針決定過程への女性の参画の推進 

（２）家庭並びに社会生活における男女共同参画の推進 

①地域社会における男女共同参画の推進 

②家庭生活における男女共同参画の推進 

③職場における男女共同参画の推進 

（３）男女の人権の擁護と健康支援 

①男女間のあらゆる暴力の根絶 

②女性の健康対策の推進 

③性差に応じた健康支援 

３ 障がいのある人の人権 

（１）教育・啓発の推進 

①広報活動の推進 

②啓発事業の推進 

（２）相談体制の充実 

①相談支援の充実 

②障がい者団体との協働による相談活動 

（３）権利擁護の推進 

①差別の解消 

②権利擁護の推進 

（４）社会参加と雇用の促進 

①職業相談・支援体制の充実 

②雇用の機会・働く場の確保 

（５）暮らしやすいまちづくりの推進 

①バリアフリーのまちづくりの推進 

②住環境の整備 

③移動手段の確保 

（６）特別支援教育の充実 
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４ 子どもの人権 

（１）教育・啓発の推進 

①教育の推進 

②啓発の推進 

（２）相談・支援体制の充実 

①ひとり親家庭の自立支援の推進 

②特別な支援が必要な子どもへの施策の充実 

③児童虐待防止対策の充実 

④いじめ、不登校等への対応の充実 

（３）子育て支援サービスの充実 

①親育ちの支援 

②安心して子育てができる環境の確保 

③地域の実情に応じた子育て支援の充実 

（４）子どもを犯罪から守るための活動の推進 

①情報モラル教育の推進 

②青少年育成伯耆町民会議との連携 

５ 高齢者の人権 

（１）教育・啓発の推進 

①認知症についての啓発活動の推進 

②消費者被害防止対策の推進 

（２）相談・支援体制の充実 

①制度の周知と利用促進 

②虐待の早期発見と防止の推進 

（３）社会参加の促進 

①地域学校協働本部事業への参加促進 

②シルバー人材センターへの加入促進 

（４）多様なサービスの提供 

６ 外国人の人権 

（１）教育・啓発の推進 

（２）地域における国際理解、国際交流の推進 

①町民向け語学講座や国際理解講座の開催 

（３）外国人児童生徒等に対する教育の充実 

７ 病気にかかわる人の人権 

（１）病気に対する正しい知識の普及と啓発の推進 

（２）相談窓口の周知 

（３）新型コロナウイルス感染症に関する取組 
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８ 刑を終えて出所した人の人権 

（１）教育・啓発の推進 

（２）相談・支援の充実 

９ 犯罪被害者等の人権 

（１）教育・啓発の推進 

（２）相談・支援の充実 

１０ 性的マイノリティの人権 

（１）教育・啓発の推進 

（２）諸課題についての検討 

１１ 生活困難者等の人権 

（１）自立相談支援と住居確保支援 

（２）庁内連携の推進 

１２ 様々な人権 

（１）北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権 

（２）災害被害者等の人権 

（３）アイヌの人々 

（４）ひきこもりの状態にある人の人権 
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 第３章 共通して取り組む重要施策                       

１ 人権教育・人権啓発の推進 

【現状と課題】 

一人ひとりの人権が尊重され、差別や偏見のない社会の実現を図るためには、全ての住民が、

自らが人権尊重のまちづくりの担い手であることを認識し、人権を単に知識として学ぶだけでな

く、人権感覚を育み、主体的な実践行動につなげることが大切です。そのために、学校、家庭、地

域、職場など、あらゆる場を通じて人権教育・人権啓発を推進しています。  

また、様々な人権問題について生涯にわたって継続した学習ができるよう、個々の理解度・到

達度に応じて、学校、家庭、地域、職場などあらゆる場において主体的に参加できる学習の機会

を充実するとともに、人権尊重の意識と実践力を養う学習活動を推進しています。 

しかし、令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「過去５年間に人

権に関する講演会や研修会、地域の学習会等に何回参加したか」についての回答は、「参加した

ことがある（１～１０回以上）」と答えた者の割合が４０％（県４７％、町前回調査４５％）、「参加した

ことがない」と答えた者の割合が５８％（県５２％、町前回調査５３％）になっています。講演会や研

修会等へ「参加したことがある」よりも「参加したことがない」人の方が多くなっています。 

講演会等に参加したことがある人と参加したことがない人の比較から、講演会等への参加によ

って人権感覚や認識、人権意識（問題状況を変えようとする意欲や態度、自他の人権感覚を守

るような実践行動）が高くなることが確認されています。また、講演会等に参加したことのある人

は、人権問題を理解するのに役立ったものとして、新聞、テレビ・ラジオ、インターネットよりも冊

子・パンフレットや広報誌をあげる割合が高いことも確認されています。 

こうした傾向から、人権問題を正しく理解するためには、啓発物を活用したり講演会や研修会

に参加したりすることが重要です。 そして、住民一人ひとりが自身の課題として人権についての

理解を深め、行動に結びつけていくことが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 効果的な啓発手法 

住民の参画と協働による「人権フォーラム（伯耆町人権・同和問題実践研究交流会）」の開催、

参加型学習など啓発手法を工夫した「明るいまちづくり懇談会」の実施、生活に身近な人権課

題を取り上げた「ひまわりセミナー」の開催、住民の知恵を結集した「人権啓発標語」の募集な

ど、一人ひとりが自分自身の問題として人権を考えることができるよう効果的な人権教育・人

権啓発を推進します。 

また、伯耆町人権教育・啓発推進協議会との連携を一層深め、学校・家庭・地域・職場など

あらゆる場において主体的に参加できる学習の機会を提供します。 

（２） 効果的な情報提供 

また、人権意識を高めるため、ケーブルテレビやインターネットなど多様な媒体を活用した啓

発活動の工夫、町広報や人権だより等を活用した積極的な情報提供に努めます。 
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２ 差別実態の解消に向けた施策 

【現状と課題】 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「過去５年間で、差別や

人権侵害を受けたと思ったことがあるか」について、「よくある」「たまにある」と回答した割合は１

２％（県１６％、町前回調査１３％）で、差別待遇（不平等・不利益な取り扱い）や職場での嫌がらせ

やいじめなど、日常生活の中で依然として様々な人権侵害が発生しています。 

また、「普段の生活場面における人間関係の中で、平等に扱われているか」について、「平等に

扱われていない」「どちらかといえば扱われていないと思う」と回答した割合は、「家庭において」

２７％（県２１％）、「地域において」２５％（県１８％）、「学校または職場において」２１％（県２０％）と

なっています。直接的な人権侵害のほかにも、家庭や地域、学校や職場の中で「平等に扱われて

いない」と感じている人が多くいるのも現状です。 

 そして、「過去５年間で同和地区（被差別部落）の人々に対する差別的な発言や行動を直接見

聞きしたことがあるか」について、「見聞きしたことがある」と回答した割合は１５％（県１６％、町前

回調査１９％）で、依然として部落差別が存在しています。 

「部落差別解消法」（平成２８（２０１６）年）では、部落差別解消に関し、国との適切な役割分担

を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講

じるよう努めることとなっており、具体的な取組が求められています。 

【施策の基本的方向】 

（１） 差別解消に向けた施策の検討 

  ①差別事象対策会議 

差別事象が発生した場合には、副町長をトップとした「差別事象対策会議」を設置し、差別

事象の不当性や事象を生み出した背景等を捉えて分析し、対応策や今後必要な施策につい

て検討していきます。 

  ②インターネットモニタリング（注４）

インターネット等での誹謗中傷や差別的な書き込みが後を絶たないことから、悪質な書き

込みを観察・記録し、削除要請等をしていくための「インターネットモニタリング」の実施を検

討していきます。 

【用語解説】 

（注４） インターネットモニタリング ：インターネット等での誹謗中傷や差別的な書き込みが後を絶たないこと

から、悪質な書き込みを観察・記録し、削除要請等をしていくこと。 
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３ 相談・支援の体制整備と充実 

【現状と課題】 

  住民が人権に関する問題に直面したとき、様々な施策や制度、専門的な助言や支援によって

問題が早期に解決され、保護や自立支援等が適切に行われることが必要であり、そのため、住

民が様々な支援施策を円滑に活用できる相談機能の充実が重要になります。 

「部落差別解消法」（平成２８（２０１６）年）では、地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応じるための体制の充実を図

るよう努めることとなっています。 

しかし、令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、差別や人権侵害

を受けたと思ったときの相談先として「国や県、市町村の人権相談窓口（電話相談やメール相談

を含む）」を回答した者の割合は５％（県８％）にとどまっており、人権相談窓口が十分に活用され

ているとはいえない状況です。 

住民が直面する人権問題は、同和問題（部落差別）、男女共同参画、障がいのある人、子ども、

高齢者、外国人、病気にかかわる人など様々な内容に及び、また、複数の問題が関連する場合も

あります。関係機関が緊密な連携を図りながら、相談機能の充実を図っていくことが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 相談機能の充実 

  ①人権相談日の開設 

伯耆町では、法務局と連携して、特設の人権相談日を開設します。毎月、岸本公民館と溝

口公民館の２か所に相談窓口を設け、人権擁護委員等が町民の人権に関する相談に応じま

す。 

  ②周知の工夫と相談しやすい環境づくり 

相談窓口の周知を図るため、広報の媒体や対象、関連する相談窓口の一括広報など、住

民への周知方法を工夫します。また、必要な時に、気軽に相談できるよう、相談者の気持ち

に寄り添う接遇、プライバシーを保護する相談場所などに十分配慮します。 

  ③関係機関の連携の推進 

相談者は、複数の問題を抱えることもあり、個々の相談窓口が他の機関の業務内容等を

正確に把握し、守秘義務に留意しながら必要に応じて国や県、町内の関係機関や民間機関

との緊密な連携、協働を一層推進するよう努めます。 
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４ 個人情報の保護と人権 

【現状と課題】 

平成１５（２００３）年に成立した「個人情報の保護に関する法律」は、国内における個人情報に

ついての全般的な保護措置を規定するものであり、個人情報の保護についての極めて重要なル

ールです。 

住民の個人情報を多く取り扱う地方自治体において、総合的な個人情報保護制度の必要性

が高まったことを背景に、伯耆町では、平成１７（２００５）年に「伯耆町個人情報保護条例」を制定

し、個人情報の保護を図ってきました。 

そして、平成２９（２０１７）年には、法律、条例において、人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の

経歴、犯罪により被害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生

じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして「要配慮個人情報」を定め、差別の原因

となるおそれのある個人情報の厳格な取扱いにより、保護に取り組んでいるところです。 

一方で、就職や結婚などの際に、出身地のほか、国籍、家族関係などの本人に関する情報を

本人の了解なく調査する「身元調査」が行われることがあります。これは個人情報の保護の著し

い侵害であることは明らかであり、その解消が必要と考えられています。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「結婚や就職に際して身

元調査をすること」について、「相手のことを知るために、身元調査は必要だ」と答えた者の割合

が８％（県７％）、「場合によっては、身元調査をせざるを得ないこともある」と答えた者の割合が３

６％（県３９％）となっており、一部の方には、身元調査はやむを得ないと考える意識が残っていま

す。 

また、平成２７（２０１５）年度に導入が始まった「マイナンバー制度」（注５） について、個人情報

の流出、あるいは、なりすましによる被害の危険性への懸念が示されているところです。一方で、

例えば社会保障・税関係の申請時に、課税証明書等の添付書類が削減されるなど手続きが簡単

になる、行政機関から様々なサービスのお知らせを受け取ることができるなどのメリットが想定さ

れます。 

このように個人情報保護法制を取り巻く環境が大きく変化していることから、令和３（２０２１）

年に「改正個人情報保護法」が公布され、行政内外における個人情報の保護と利活用の調和の

確保を図るため、令和５（２０２３）年４月以降は、全国的な共通ルールが地方公共団体にも適用

され、個人情報保護委員会が官民含め一元的に個人情報の取り扱いについて、監視監督を行う

こととなっています。 

【用語解説】 

（注５） マイナンバー制度 ：正式名称は、社会保障・税番号制度。行政を効率化し、国民の利便性を高め、公

平・公正な社会を実現するための社会基盤。 
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【施策の基本的方向】 

（１） 個人情報の適正な管理等の推進 

伯耆町では、「伯耆町個人情報保護条例」に基づき、町が取り扱う個人情報等の適切な管理

と保護に取り組みます。また、令和５（２０２３）年４月以降は、「改正個人情報保護法」により適

用される全国的な共通ルールに基づき個人情報の保護を図っていきます。 

（２） 本人通知制度（注６） の周知 

偏見や差別意識に基づいて行われる身元調査については、「しない、させない、許さない」と

いう啓発活動について継続して取り組みます。身元調査につながる住民票の写し等の不正取

得を抑止するため、引き続き「本人通知制度」の周知に努めます。 

【用語解説】 

（注６） 本人通知制度 ：住民票の写しや戸籍謄本などを、代理人や第三者に交付した場合に、希望する本人

に交付したことを知らせる制度。 
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５ ユニバーサルデザインの推進 

【現状と課題】 

ユニバーサルデザイン（以下「ＵＤ」という。）とは、「障がいの有無、年齢、性別、言語など、人の

差異に可能な限り無関係に、誰でも利用しやすいように、製品、建物、環境などをデザインするこ

と」です。ＵＤは、製品や建物などのデザイン化という結果としての側面に視点が置かれがちです

が、近年は、社会参加の機会や個人の尊厳を保障するための基礎的な条件整備にＵＤの考え方

を取り入れ、全ての人が等しく社会の一員として尊重されるべきであるという考え方にまで発展

していこうとする動きが広まっています。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「ＵＤの内容について知

っているか」については、「内容を知っている」と答えた者の割合が３８％（県４５％）、「言葉は聞

いたことはあるが、内容は知らない」が３３％（県２８％）、「言葉を聞いたこともないし、内容も知

らない」が２７％（県２５％）となっています。 

一人ひとりの人権が尊重されるＵＤ社会の実現を目指して、他人への思いやりやお互いを尊

重する気持ちを身につけてもらうために学ぶ機会を提供し、ＵＤの考え方を広めていくことが必

要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

学校教育・社会教育をとおして、ＵＤの考え方への理解が進むよう、人権を侵害される関係

に置かれている当事者が発信する声に耳を傾け、様々な人の立場に立つことによって普遍性

に近づいていくことを重視した教育の充実に努めます。 

啓発においては、ＵＤ製品に触れる体験や他人への思いやりやお互いを尊重する気持ちを

身につけてもらう研修会などを通し、年代層ごとに手法を工夫しながら、町民へＵＤの考え方

や大切さを学ぶ機会を提供します。 

（２） 公共施設等のＵＤ化の推進 

鳥取県福祉のまちづくり条例等に基づき、ＵＤに配慮した公共施設、文化施設、体育施設、

観光施設、道路、公共交通などバリアフリーな生活環境の整備を促進し、日常生活、スポーツ、

イベント、旅行・レジャーに対応したバリアフリー化を進めます。 
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６ 企業への啓発 

【現状と課題】 

 企業の社会的責任（Ｃｏrｐｏrａｔｅ Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ、略称ＣＳＲ）という考え方が広ま

る中、人権への配慮がますます重要となってきています。 

 国では、令和２（２０２０）年に「パワーハラスメント対策法」が制度化され、パワーハラスメントに

対する防止措置が事業主の義務となるなど、職場におけるハラスメント対策が強化されました

（中小企業は努力義務）。さらに、令和３（２０２１）年には「障害者差別解消法」が一部改正され、

事業主による合理的配慮の提供が努力義務から義務へと改められています。 

 しかし、令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「過去５年間に差

別や人権侵害を受けたと思ったことがある」と答えた者の割合は１２％（県１６％）で、その内「職場

での嫌がらせやいじめ（パワーハラスメントを含む）を受けたことがある」と答えた人は３３％（県４

７％）と、依然として企業等においてハラスメントなどの人権侵害が発生しているのが現状です。 

 社会に大きく影響を持つ企業においては、このような差別のない一人ひとりの人権が尊重され

る職場づくりに取り組むことが求められており、このためには、まず事業主が先頭に立って、幹部

や従業員に対する人権教育・人権啓発を積極的に進めていくことが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 事業主等への人権啓発 

企業には、その社会的責任として、性別・国籍の違いや、育児・介護・障がい・感染症等の病

気等、それぞれの従業員の属性や状況の多様性を尊重し、個性や能力を活かしながらともに

働くことができる職場づくりが強く求められています。企業において、このような多様性が尊重

され、誰もが安心して働くことができる人権が尊重される職場づくりが進むよう、事業主及び

幹部に対する啓発を実施し、人権意識の高揚を図ります。 

企業において多様な属性や状況に対する差別の解消や社会的障壁の除去が進むよう、「障

害者差別解消法」、「障害者雇用促進法」、「女性活躍推進法」、「パワーハラスメント対策法」の

周知を図ります。 
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 第４章 分野別施策の推進                            

１ 同和問題（部落差別） 

【現状と課題】 

同和問題は、日本社会の歴史的過程で形づくられた身分差別により、日本国民の一部の人々

が、長い間、経済的、社会的、文化的に低い状態に置かれることを強いられ、今なお日常生活の

上で様々な差別を受けるなど、日本固有の人権問題です。 

昭和４０（１９６５）年の「同和対策審議会答申」を受けて、昭和４４（１９６９）年に「同和対策事業

特別措置法」が制定されました。それ以後、幾度かの法改正等を経ながら、生活環境の改善、産

業の振興、職業の安定、教育の充実、各種啓発・相談体制の強化、社会福祉の増進の各分野で

多岐にわたる施策が推進されてきました。 

「同和対策事業特別措置法」制定以後、名称を変えながら３３年間にわたって続いた特別措置

に関する法律は平成１４（２００２）年３月末をもって失効しました。なお、この法の失効に当たって

鳥取県は、平成１４（２００２）年２月に「今後の同和対策のあり方」を定めました。同和地区の実態

は道路整備事業など住環境面を中心に改善されてきていますが、一部に立ち遅れがあることを

視野に入れながら、「差別があるかぎり同和問題解決のために必要な施策について適切に対応

していく」こととし、その後も部落差別の解消に向けた取組を積極的に推進しています。 

国は、平成 ２８(２０１６)年、「部落差別解消法」を施行し、「現在もなお部落差別は存在する」と

明記したうえで、部落差別の解消に関する理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかに

するとともに、相談体制の充実、教育及び啓発の推進、部落差別の実態に係る調査の実施等に

ついて定めました。 

 しかし、今もなお、同和地区（被差別部落）かどうかの問い合わせや、差別発言、差別落書きな

どの差別事象が報告されているほか、インターネット上での差別を助長する行為や差別的な書き

込みが行われています。国は平成３０（２０１９）年、インターネット上の同和地区に関する識別情

報の提示は削除要請の対象とする見解を示しています。そして、令和３（２０２１）年９月に東京地

裁は、被差別部落の地名リストをウェブサイトに掲載し、書籍化するのは「差別を助長する行為だ」

として、プライバシーの侵害を認めました。 

 伯耆町では、憲法に基づく基本的人権の保障、そして同和対策審議会答申の「差別が現存す

る限り同和行政は積極的に推進されなければならない」という基本理念のもと、同和問題の解決

を町政の重要課題として位置づけ、諸施策を推進してきました。その結果として同和地区の生活

環境をはじめ、様々な格差が是正され、一定の成果が認められています。 

また、啓発の分野においても、長年にわたる学校教育の積み重ねや、明るいまちづくり懇談会

の開催、ひまわりセミナーの実施など、地域での啓発活動の取組などによって、町民意識は着実

に変化してきています。 

 しかし、令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「過去５年間で同

和地区（被差別部落）の人々に対する差別的な発言や行動を直接見聞きしたことがあるか」につ

いて、「見聞きしたことがある」と回答した割合は１５％（県１６％、町前回調査１９％）で、依然とし

て部落差別が存在している現状があります。 
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また、「同和問題（部落差別）についてどの程度知っているか」については、「同和地区（被差別

部落）の起源や歴史、同和問題（部落差別）の現実（就職・結婚差別、差別発言・落書き、インター

ネット上の書き込み等）」を「ある程度知っている」と回答した者の割合は３３％（県３２％）に過ぎ

ず、「少し知っている」や「同和地区（被差別部落）が存在していることは知っている」と回答した

者の方が多い傾向にあり、同和問題（部落差別）についての正しい認識が普及しているとは必ず

しも言えない状況です。 

偏見や差別意識に基づいて行われる身元調査への利用につながる戸籍や住民票の写しの不

正取得については、平成２０（２００８）年に戸籍法等が改正された後も依然として発生しています。

全国的に不正取得をしていた法務事務所が、平成２３（２０１１）年から２４（２０１２）年にかけて鳥

取県内でも３５件を取得していたことが判明しました。伯耆町でも３件の被害が確認されていま

す。このような不正取得の抑止を図るため、第三者に住民票等の写しを交付した場合に、本人に

その事実を知らせる事前登録型の「本人通知制度」を平成２４（２０１２）年度から導入しています

が、登録者数はまだ少なく、制度の周知等を進める必要があります。 

こうした状況の中、課題の解決をめざして、引き続き必要な施策を積極的に推進していくこと

が重要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 差別意識の解消に向けた教育、啓発の推進 

町民一人ひとりが、同和問題に対する正しい理解と認識を深め、差別意識の解消に向けて

主体的に取り組むことが出来るよう、人権尊重の視点に立った教育、啓発を推進します。 

①教育・啓発の推進 

同和問題に対する正しい理解と認識を深めるため、伯耆町人権教育・啓発推進協議会

をはじめとする関係団体等と連携のもと、推進者の研修機会の充実を図るとともに、明る

いまちづくり懇談会やひまわりセミナー、講演会、各種講座、職場研修、広報誌、ケーブル

テレビなど様々な機会を通して教育、啓発を推進します。 

教育・啓発事業においては、子育て世代や４０歳以上の世代など、世代ごとに内容等を

工夫し、より多くの方に参加していただける体制を整えます。 

②同和対策事業の推進 

収入、就労、就学の状況から生じている様々な課題の解決に向け、必要な施策を推進し

ます。また、文化センターは周辺地域も含めた伯耆町全体の中で、福祉の向上や人権啓発

の拠点施設となる開かれたコミュニティーセンターとしての役割を担っており、地域住民の

ニーズに応じた事業の充実を図ります。 

③保育所・学校における人権教育の推進 

各保育所の人権保育計画、各小中学校の人権教育計画に基づいて、保小中の連携を

図り、一貫した指導の充実強化を図ります。 

（２） 同和地区関係者を取り巻く課題解決に向けた施策の推進 

同和地区の生活実態や同和問題に関する町民意識の把握に努めながら、同和地区関

係者を取り巻く様々な課題の解決に向けた施策を推進します。 
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①相談活動の充実 

同和問題に関する町民からの様々な相談に適切に対応するとともに、同和地区関係者

からの相談については、生活相談員や文化センターによる相談活動を推進します。 

②差別事象への適切な対応 

差別事象の未然防止に努めるとともに、差別事象が発生した場合には、「人権・同和問

題に関する差別事象に対しての対応マニュアル」に沿って、速やかな対応を行います。 

③本人通知制度の周知普及 

戸籍等の不正取得事件など、具体的な事件を紹介しながら、本人通知制度の周知普及

を図ります。 
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２ 男女共同参画に関する人権 

【現状と課題】 

女性の尊厳と人権を守るためには、男女がお互いに対等な人間として尊重しつつ役割と責任

を分かち合い、個性や能力を十分発揮することが出来る男女共同参画社会の実現を図ることが

重要です。 

昭和５０（１９７５）年の国際婦人年を契機に、国連や各国で様々な取組が行なわれ、男女平等

に向けた法律や制度なども整備されてきました。わが国でも、昭和６０(１９８５)年の「女子差別撤

廃条約」の批准や、平成９（１９９７）年の「男女雇用機会均等法」の整備などにより、男女平等に対

する機運の高まりが見られるようになりました。さらに、平成１１（１９９９）年に「男女共同参画基本

法」が制定され、平成１２(２０００)年には同基本計画が策定されました。 

伯耆町では、平成１８(２００６)年に「伯耆町男女共同参画推進条例」と同推進計画を策定し、

平成２８（２０１６）年に「第２次伯耆町男女共同参画推進計画」、令和３（２０２１）年に「第３次伯耆

町男女共同参画推進計画」を策定しています。合併と同時に設置した人権政策課を、教育委員

会事務局内の人権政策室に移し、その後、平成２８（２０１６）年度から総務課で男女共同参画社

会の実現に向けて積極的に取り組んでいるところです。 

このような取組の結果、「男は仕事」「女は家庭」のような長い歴史の中で作られてきた男女の

固定的役割分担意識は、大きく変化しつつあります。しかし、各種団体や委員会など、組織にお

ける意思決定への参画などはいまだ平等とはいえない状況にあります。 

 令和２（２０２０）年８月に実施した伯耆町男女共同参画意識調査結果によると、「政治や行政、

自治会や町内会において、政策の企画や方針を決める場に女性の参画が少ない理由はなんだ

と思いますか」についての回答は、「家事、子育て、介護の負担が大きいため（家事等の負担）」が

最も高く、続いて「男性優位の組織運営（男性優位）」となっています。３番目に多い回答では、男

性の回答では「女性の参画を積極的に進めようと意識している人が少ない」、女性の回答では

「家庭、職場、地域における性別による役割分担や性差別の意識」となっており、男女で感じ方が

異なっています。また、「女性自身の積極性が不十分（女性の積極性）」と回答した割合は、女性

の方が多い結果となっています。 

また、配偶者や恋人など親密な関係にある相手から受ける身体的、精神的、経済的、性的な暴

力（ドメスティック・バイオレンス）や、相手の意に反した性的嫌がらせ（セクシャル・ハラスメント）、

執拗に相手に付きまとい、相手やその関係者に迷惑や攻撃、被害を与えるような行い（ストーカ

ー行為）など、女性に対する心理的、身体的暴力、性の商品化による人権侵害や、若年層の望ま

ない妊娠の増加なども近年大きな社会問題となってきています。 

性別にかかわりなく、お互いに対等な人間として尊重しつつ、ともに役割と責任を担い個性と

能力を発揮できる社会の実現に向け、「伯耆町男女共同参画推進計画」の具体的施策を推進す

ることが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 社会における制度又は慣行の見直しと意識改革 

性別による固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣行をなくすよう努める
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とともに、これらの制度又は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及

ぼすことのないよう意識改革を推進します。 

①男女共同参画に向けた意識改革 

男女共同参画に関する正しい理解の促進と法令・制度等の周知及び、各種相談窓口の

開設と周知を図り、学校教育で男女共同参画の視点に立った学習を推進します。 

②政策・方針決定過程への女性の参画の推進 

町民の半数以上を占める女性の意思を反映させるため、審議会等の男女構成比率を

改善し女性の参画を推進します。 

（２） 家庭並びに社会生活における男女共同参画の推進 

家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援のもとに、子育て、家族の介護、その他の

家庭生活における活動及び職場、地域、その他の社会生活における活動について、対等に参

画することができるよう推進します。 

①地域社会における男女共同参画の推進 

地域活動や防災分野への男女共同参画を推進します。 

②家庭生活における男女共同参画の推進 

家事、子育て、介護における男女共同参画を推進します。 

③職場における男女共同参画の推進 

職場における女性の地位向上及び、仕事と生活の調和を図る体制整備を推進します。 

（３） 男女の人権の擁護と健康支援 

男女が互いに身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやり

を持って生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当たっての前提と言えます。 

そんな中、配偶者や交際相手からの暴力は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、

男女が平等でお互いの尊厳を重んじ対等な関係づくりを進める男女共同参画社会の形成を

大きく阻害するものです。 

また、女性は妊娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験する可能性があるなど、生涯を通

じて男女は異なる健康上の問題に直面することに、男女とも留意する必要があります。 

男女の人権を侵害するあらゆる形態の暴力を許さず、被害者の救済に努めるとともに、男

女の性差に応じた健康を支援するための取組を推進します。 

①男女間のあらゆる暴力の根絶 

身体的、精神的、経済的、性的等男女間のあらゆる暴力の予防と根絶のための基盤づ

くりを行います。 

②女性の健康対策の推進 

妊娠・出産など生涯を通じた女性の健康対策を推進します。 

③性差に応じた健康支援 

女性・男性特有のがん検診を実施するなど、性差に応じた健康を支援します。 
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３ 障がいのある人の人権 

【現状と課題】 

近年、障がい者の権利擁護に向けた取組が国際的に進展し、平成１８（２００６）年に国連にお

いて、障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保すること並びに障がい者の固有の尊厳の

尊重を促進するための包括的かつ総合的な国際条約である「障害者の権利に関する条約」が採

択され、わが国では、平成１９（２００７）年に同条約に署名、その翌年の平成２０（２００８）年に同条

約は正式に発効しました。 

平成２３（２０１１）年には同条約の理念を踏まえ、「障害者基本法」の改正が行われました。その

後、「障害者総合支援法」、「障害者差別解消法」が成立し、「障害者雇用促進法」の改正が行わ

れ、平成２６（２０１４）年には「障害者の権利に関する条約」に批准しました。 

平成２８（２０１６）年には「障害者差別解消法」が施行されました。この法律は、障害者基本法第

４条に基本原則として定められた「差別の禁止」をより具体的に規定し、それが遵守されるための

具体的な措置等を定めたものであり、「障がいを理由とする差別的扱いの禁止」「障がいのある

人に対する『合理的配慮』の不提供の禁止」「差別の解消につながるような啓発や情報収集」など

を規定しています。 

伯耆町の障がい者の現状に目を向けると、高齢化の進展や障がいの重度・重複化が進み、障

がいをめぐる問題は複雑・多岐にわたり、多くの課題を抱えています。このため、「伯耆町障がい

者プラン」を策定し、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策又は障がい者福祉サ

ービスの提供体制の確保等に係る基本的な考え方や方向性、更には達成すべき目標などを明ら

かにすることで、障がい者施策を総合的かつ計画的に推進しています。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「障がいのある人が困難

を経験するのは、周りの環境や制度などが障がいのない人（多数派）に合わせて作られているか

らだ」という設問に対して、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答えた者の割合は６９％（県

７３％）で、県よりも低くなっています。 

また、「災害時に、地域の高齢者や障がいのある人の避難についても気を配ることができる」に

ついては、「できる」「どちらかといえばできる」を合わせて７２％で、県の６７％と比べて５ポイント

高くなっています。災害などの緊急時や近所づきあいにおいては、人権に配慮した態度や行動が

とれる実践力が高まっていると考えられます。 

障がいの有無に関わらず、誰もがお互いに人格と個性を尊重し支え合い、安心して暮らせる

まちづくりを目指す必要があります。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

   障がいの有無にかかわらず、誰もがお互いに人格と個性を尊重し、支え合う共生の社会を

実現するために、障がいや障がいのある人に対する理解を深める「こころのバリアフリー」を推

進します。 

   ①広報活動の推進 
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障がいへの理解を深め、ユニバーサル社会の実現のため、社会福祉協議会、障がい者

団体、ボランティア団体との連携を強化し、広報や町のホームページ、防災行政無線、パン

フレット等の多様な広報媒体を活用して、広報・啓発活動を推進します。 

②啓発事業の推進 

障がい者週間等の各種行事を中心に、幅広く一般住民や障がい者団体が参加するイベ

ントの活性化を図り、啓発活動を推進します。また、障がい者団体による障がいに関する

啓発活動に対し、積極的に支援を行います。 

併せて、障がいの状況だけでなく障がいにより引き起こされる個々の状況への理解を深

める啓発活動を推進します。 

（２） 相談体制の充実 

障がい者やその家族等が必要に応じて適切な相談をいつでも受けられるよう、町や民生委

員、相談支援委託事業者等との連携を密にして、町民や障がい者に対する各種相談体制の充

実と周知を図ります。 

①相談支援の充実 

障がい者個々の心身の状況やサービスの利用の意向、生活環境等を踏まえた適切なサ

ービス等利用計画の作成が行われるために、指定特定相談支援事業所が増えるように働

きかけ、又、相談支援専門員の資質の向上にも取り組みます。 

②障がい者団体との協働による相談活動 

障がい者やその家族等の多様なニーズに対応するため、町は障がい者団体と協力して

相談体制を整備し、自立及び社会参加の促進を図ります。 

（３） 権利擁護の推進 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互の人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会の実現に向け制定された「障害者差別解消法」を基に、障がいを理由とする差別の解

消の推進に取り組みます。また、「障害者虐待防止法」に基づく障がい者の虐待防止等、障が

い者の権利擁護の取組を行います。 

①差別の解消 

国において策定される基本方針等に基づき、障がいを理由とする差別の解消の推進に

取り組みます。 

②権利擁護の推進 

成年後見制度について、住民への周知や市町村長申立制度、権利擁護センターの活用

等、利用者支援の仕組みづくりを進めるとともに、法人後見や市民後見人の養成等の体

制整備を行います。 

（４） 社会参加と雇用の促進 

障がい者の雇用・就業は、地域で自立した生活を行うための基礎となり、本人の希望を尊重

しながら障がいの種類や程度に応じた支援体制や設備を整えて、適性と能力を十分に活かせ

る職場を確保していくことが必要となります。 
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そのために、障がい者雇用の拡大に向けた啓発活動の強化に努めるとともに、「総合支援法」

に基づく就労移行支援、就労継続支援のサービスを含め、障がい者の支援を推進します。 

   また、一般企業での就労が困難な重度の障がい者については、福祉的な雇用対策を図りま

す。 

①職業相談・支援体制の充実 

ハローワークを中心に総合的に関係機関と連携し、職業相談が円滑にすすむよう支援

体制を充実します。 

②雇用の機会・働く場の確保 

雇用機会の拡大を図るため、多様な職種の雇用事例の作成とその事例集の広報に努

め、雇用の促進を図ります。 

就労を希望する障がい者は、就労に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練等を

受ける「就労移行支援」「就労継続支援」サービスを積極的に活用できるように各施策を推

進し、また、「障害者優先調達法」に基づき、福祉施設から優先的に物品等を調達し、工賃

の向上にも努めます。 

（５） 暮らしやすいまちづくりの推進 

障がい者の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい環境整備を推進するため、

施設等のバリアフリー化を推進するとともに、すべての人にとって利用しやすいユニバーサル

デザインによるまちづくりを推進します。 

①バリアフリーのまちづくりの推進 

「高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）に基

づき、住民のための公共施設等のバリアフリー化を積極的に推進するとともに、道路のバ

リアフリーを推進します。 

②住環境の整備 

障がい者が、住み慣れた住居で快適に継続して生活が送れるように、住宅改造助成制

度等の周知と利用促進を図るとともに、利用者ニーズにあった住宅相談体制の整備を図

ります。 

   ③移動手段の確保 

障がい者が自由に外出できるよう、公共交通機関のバリアフリー化の推進や公共交通

機関の利用の困難な人へのヘルパー派遣、車両による移送サービスの充実に加え、自動

車改造費用助成などの各種助成制度の周知を図ります。 

（６） 特別支援教育の充実 

障がいのある児童・生徒については、一人ひとりの不利な条件を改善し、障がいの状態に応

じた環境を整え地域の学校で共に学び、障がいに基づく種々の困難を克服して、強く生きよう

とする意欲を高め、可能な限り社会自立できるように指導を行います。 

また、発達障がいなど教育・療育に特別なニーズのある児童・生徒についても、適切な支援

を行う個別の支援計画や一貫した相談支援体制の充実を図ります。 
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４ 子どもの人権 

【現状と課題】 

子どもの人間としての権利は、平成元（１９８８）年に国際連合の総会で採択された「児童の権

利に関する条約」によって、法的に認めるよう義務づけられています。この条例では、①生きる権

利（生存）②育つ権利（成長発達）③守られる権利（保護）④参加する権利（市民的自由及び参加）

の４つを柱とした子どもの権利が保障されています。 

この条約はわが国においても平成６（１９９4)年に批准し、子どもの将来が生まれ育った環境に

よって左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環

境整備と教育の機会均等を図るため、平成 ２５（２０１3）年に「子どもの貧困対策の推進に関する

法律」が成立し、平成 ２６（２０１4）年に施行されました。 

しかし近年、経済的困窮、ＤＶなど様々な社会的困難を背景とした身体的虐待や育児放棄、家

族の介護や身の回りの世話などを日常的に担っているヤングケアラーの実態、発達障がいなど

の要因により、支援が必要な子どもが増えていることから、その子らしく成長を遂げるための適

切なサポートの重要性が高まっています。個々の子どもの発達を保障していくために、子どもに

関わる関係者や周囲の方の理解を推進し、更なる支援体制の充実が必要です。 

さらに、インターネットやスマートフォンの無料通信アプリケーション等を利用した嫌がらせや

いじめ、有害情報の閲覧、犯罪若しくはトラブルに巻き込まれるなどの問題が発生しており、保護

者への注意喚起と家庭でのルールづくりの推奨が必要です。 

また、いじめ・不登校等児童生徒に係る問題が多様化かつ複雑化し、対応もより専門性を求

められ、専門的見地から対応ができるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーへの

相談ニーズが高まっています。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「保護者が子どものしつ

けのために、叩いたり怒鳴ったりすることは、ある程度は仕方がない」の設問に対して、「そう思う」

「どちらかといえばそう思う」と答えた者の割合が４４％（県４９％）、「どちらかといえばそう思わな

い」「そう思わない」と答えた者の割合が５０％（県４５％）で、子どもの人権についての認識は県に

比べて本町は高まってきています。また、「子どもの問題を家庭だけの責任にするのではなく、公

的な支援も必要だ」については、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答えた者の割合が８

３％（県８３％）と、公的な支援を求める声が多くあります。 

こうした中で、多様な家庭環境を背景とした問題に直面している児童生徒たちをサポートし、

保護者への相談体制の整備を進めるとともに、保育所、学校、子育て支援センターなどにおける

子育て中の家庭への支援も含め、体制整備に努めてきています。しかし、このような相談窓口や

子育て支援の施策があまり知られておらず、今後積極的に周知していくことが必要です。 

伯耆町では、「伯耆町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子どもの健やかな育ちと子育て

を社会全体で支援する環境を整備するため、子育て支援施策を総合的に推進しています。 
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【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

子どもも一人の町民として人権が保障されるとともに、子ども自身にかかわるあらゆること

に対して、自らの意見を表明し、参加する権利が尊重される社会づくりを推進します。 

①教育の推進 

子どもの時期は人格形成の重要な時期であるため、保育所、小学校及び中学校が一層

の連携を図り、人権尊重の精神の芽を育てます。 

②啓発の推進 

子どもの権利擁護を図るため、町民に対しあらゆる機会を通じて、子どもの権利を守る

ための啓発活動を推進します。 

（２） 相談・支援体制の充実  

子育てに不安をもつ保護者や、様々な不安を持つ子どもに対して、一人ひとりの心に寄り添

った丁寧な関わりや、相談しやすい環境づくりを行います。また、妊婦、子育て支援部局や保育

所、学校教育、社会教育が連携することで、育児放棄、身体的虐待、インターネット等によるい

やがらせ、いじめの未然防止、早期発見に取り組みます。 

①ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親家庭の自立した生活と子どもと共に健全な生活を営むことができるよう取組を

実施します。 

②特別な支援が必要な子どもへの施策の充実 

障がいの有無、家庭の経済状況に関わらず、一人ひとりの子どもが地域の中ですこや

かに成長できる社会を実現するための取組を実施します。 

③児童虐待防止対策の充実 

児童虐待を防止し、全ての子どもの健全な心身の成長、社会的自立を促していくため、

また、発生予防から早期発見・早期対応、保護・支援・アフターケアに至るまでの切れ目の

ない支援を総合的に行います。 

④いじめ、不登校等への対応の充実 

学校において、いじめ、不登校等の未然防止、早期対応のために、スクールカウンセラー

等の活用による学校の教育相談体制の充実、スクールソーシャルワーカーの配置による学

校と関係機関の連携体制の構築、専門家チームの派遣などによる学校の支援体制の強化

を図ります。 

（３） 子育て支援サービスの充実 

子育てに関する保護者の不安や負担を軽減するための支援サービスを充実させ、安心して

子育てができる環境づくりを推進します。 

①親育ちの支援 

子育ての第一義的な責任が家庭にあることを踏まえ、親の役割や家庭教育の重要性を

伝えていくとともに、親自身が育児力をつけて子どもたちに向き合えるよう取組を実施しま

す。 
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②安心して子育てができる環境の確保 

親子の愛着形成の促進、保護者の育児不安やストレス軽減など、安心して育児の出来

る環境の確保を推進します。 

③地域の実情に応じた子育て支援の充実 

地域における様々な子育て支援の充実や、子育て中の保護者の孤立を防止するための

取組を実施します。 

（４） 子どもを犯罪から守るための活動の推進 

犯罪に巻き込まれるおそれのある有害情報やインターネットから子どもを守るための取組を、

学校や家庭、地域などが連携しながら実施します。 

①情報モラル教育の推進 

情報社会における的確な判断力を養うことができるよう、学校等において携帯電話やイ

ンターネットの安全な使い方などについての情報モラル教育の推進に努めます。 

②青少年育成伯耆町民会議との連携 

子どもたちを犯罪や被害から守るため、青少年育成伯耆町民会議等と連携しながら、通

学路の安全点検や少年を守る店の周知啓発などの取組を推進します。 
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５ 高齢者の人権 

【現状と課題】 

本町の令和３（２０２１）年 4 月１日現在の人口は、１０,７４０人で、そのうち ６５ 歳以上の高齢者

は４,１４３人となっており、高齢化率は 3８.６％となっています。 

日本全体でも令和２（２０２０）年１０月１日現在で高齢化率が２８．８％となり、国民の４人に１人

以上が６５歳以上の高齢者という「超高齢社会」が到来しています。令和７（２０２５）年には、いわ

ゆる「団塊の世代」が７５歳以上となることから、高齢化が一層進行することが予測され、身体能

力の低下や日常生活に支障が生じるまで記憶力・判断力・認知能力が低下するという認知症の

発症などにより、支援を必要とする高齢者も増加するものと予想されます。 

このような状況の中で、元気で自立した高齢者が、生涯を健康で生きがいを持ちながら地域

の中で積極的な役割を果たしていくことが出来るとともに、介助や支援・援護を必要とする高齢

者がその尊厳を保ちながら、それぞれの個性や能力に応じた日常生活を営むことが出来る、高

齢化に対応した豊かな社会の実現が求められています。 

近年、高齢者に対する介護者からの身体的、心理的虐待、年金や貯金の搾取などの経済的虐

待、あるいは高齢者に対する就業差別といった事案が高齢者の人権に関わる深刻な社会問題と

して表面化しています。また、経済的な事情から、家庭の中で精神的、身体的、経済的負担を抱

え込んでしまう傾向もあります。 

 令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「高齢者の人権や命が軽

んじられたりする風潮に不満がある」の設問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答

えた者の割合が５３％（県５４％）と、５割を超えています。 

また、「災害時に、地域の高齢者や障がいのある人の避難についても気を配ることができる」に

ついては、「できる」「どちらかといえばできる」を合わせて７２％で、県の６７％と比べて５ポイント

高くなっています。災害などの緊急時や近所づきあいにおいては、人権に配慮した態度や行動が

とれる実践力が高まっていると考えられます。 

伯耆町では、「伯耆町高齢者福祉計画」及び「南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画」に基

づき、高齢者に対する福祉施策を推進するとともに、介護保険事業の円滑な運営や生きがいづ

くりに努めています。今後も、急速に変化する各種制度や施策に適切に対応していくとともに、認

知症や高齢者虐待などの課題に関する正しい理解を深めるための啓発を推進し、高齢者の人権

が保障される社会づくりを進める必要があります。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

認知症に関する正しい知識の普及・啓発や、高齢者に対する虐待などへの権利擁護につい

ての啓発を推進します。 

①認知症についての啓発活動の推進 

認知症の高齢者が地域や家庭で安心して暮らし続けることができるように、認知症サポ

ーター養成講座を開催するなど、地域住民への正しい知識の啓発を行います。 
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②消費者被害防止対策の推進 

高齢者を犯罪、人権侵害、悪徳商法等から保護するため、関係機関と連携し、被害防止

に関する啓発・広報を実施します。 

（２） 相談・支援体制の充実 

暴力や介護放棄、経済的虐待への対応など、高齢者の権利擁護についての総合的な相談・

支援体制の充実に努めます。 

①制度の周知と利用促進 

成年後見制度や日常生活自立支援事業について広く周知し、その活用を推進します。 

   ②虐待の早期発見と防止の推進 

高齢者虐待には、地域と福祉専門機関が一体となって取り組まなければなりません。こ

のため、高齢者虐待の理解と認識を高めることにより、早期発見・早期対応をして高齢者

の権利を擁護するとともに、介護者を支援し、事件・事故の未然防止に努めます。 

（３） 社会参加の促進 

高齢者が積極的に地域活動に参加し、それまで培ってきた経験や能力、技術を活かし、健康

で明るく自立した生活が出来るように、地域全体で取り組みます。日ごろから地域内高齢者の

実態を把握するとともに、世代を越えた有機的なつながりづくりに意図的に取り組みます。 

①地域学校協働本部事業への参加促進 

地域学校協働本部事業は、地域の様々な大人が教育活動に関わることで、子どもたち

の多様な体験・経験の機会を増やすことを目的とした事業であり、高齢者の様々な経験技

能を活かす場として、参加を促進します。 

②シルバー人材センターへの加入促進 

高齢者が生きがいを持つことは、幸福感や満足感を得ることができ、活き活きと元気で

長生きすることにつながります。また、多種多様な生きがいを個人で求める時代になると同

時に、臨時的、継続的な雇用の場の創設も望まれています。 

このため、高齢者の経験、知識、技能等を活用するとともに、生きがいづくりと就労の機

会の拡大を図るため、南部広域シルバー人材センターへの加入を促進します。 

（４） 多様なサービスの提供 

高齢者が介護保険などの各種制度やサービスを自ら選択し、利用しやすくするための広報

活動を推進します。 

また、高齢者一人ひとりがこれらのサービスを柔軟に利用しながら、できる限り住み慣れた

地域で生活ができるよう、高齢者の心身の状況や生活環境に応じた多様なサービスの提供に

努めます。 
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６ 外国人の人権 

【現状と課題】 

伯耆町には令和３(２０２１)年１月現在、１７カ国から４９人の外国籍者が生活しています。これ

は本町人口の約０.５％にあたります。 

平成２１（２００９）年の「出入国管理法」の改正による外国人登録制度の廃止と新たな在留管理

制度の導入など法制度上の改善はあるものの、「生活習慣の違い」「言語による壁や情報不足」

「教育の保障」など解決されていない課題があり、様々な分野で改善を求められている実情があ

ります。また、国際結婚により外国にルーツを持つ子どもやその家族が増加傾向にあり、教育現

場や地域（家庭）等で新たな課題にもなっています。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「外国人が増えると治安

が悪くなる」の設問について、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」と答えた者の割

合が５５％（県５１％）となっています。また、「日本で暮らす外国人が、母国の言葉や文化を大切

にすることを尊重すべきだ」については、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答えた者の割

合が７９％（県７９％）となっています。 

伯耆町においては、学校における語学指導や町民対象の語学講座など、地域における国際化

への取組を行っています。今後も、国籍や民族などが異なる人々が、言語や文化、価値観などの

違いを互いに理解し合い、ともに支えあって生きていける多文化共生社会の実現に向けて、関

係機関と連携を図りながら施策を進めいていくとともに、外国人に対する差別や偏見を解消する

ための啓発に努めていく必要があります。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

学校教育では、鳥取県が交流を進める環日本海諸国の文化や歴史を適切に指導していくと

ともに、異なる文化を持つ人との交流を活発に行うなど、自分と異なる生き方や考え方をする

他者の存在を認め、尊重することのできる能力や態度を育てる国際理解教育等の取組の推進

に努めます。 

（２） 地域における国際理解、国際交流の推進 

異なる文化を持つ人々との交流等を通じて、外国人が地域で暮らす同じ住民であるという

認識を高め、共生社会の実現に向けた行動化を促す取組の充実に努めます。 

①町民向け語学講座や国際理解講座の開催 

お互いの文化や歴史を学ぶ機会を提供し地域で生活する外国人との交流を進めます。 

（３） 外国人児童生徒等に対する教育の充実 

一人ひとりの外国人や外国にルーツを持つ児童生徒等の学力、日本語能力の実態に応じた

きめ細かな学習指導や日本語指導を大切にした教育の充実に努めます。 
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７ 病気にかかわる人の人権 

【現状と課題】 

平成 ９(１９９７)年、国によって策定された「人権教育のための国連 １０ 年に関する国内行動計

画」においては、エイズ患者やＨＩＶ感染者、ハンセン病についての差別や偏見の解消に向け、正

しい知識の普及と理解を深めるための教育・啓発活動を推進することとしています。 

平成１４(２００２)年に策定された「人権教育・啓発に関する基本計画」においては、ＨＩＶ感染者、

ハンセン病にかかった人などの人権問題に対する取組を推進することが明記されています。 

また、令和２（２０２０）年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により不当な差別、偏見、いじ

め等様々な人権問題が発生し、鳥取県では「鳥取県新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

のクラスター対策等に関する条例」（時限条例）により、感染症に関することを理由とした差別行

為の禁止を規定しました。 

しかしながら、感染症や精神疾患などの病気に関する正しい知識と理解が足りないことや、病

気にかかっている人やかかった人及びその家族に対する人権意識の育成が十分でないために、

病気にかかった人に対して、偏見に基づくさまざまな人権侵害が生じてきました。 

 令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「ハンセン病元患者に対し

て、宿泊施設、店舗等への入店や利用を拒否することがあってはならない」については、「そう思

う」「どちらかといえばそう思う」と答えた者の割合が８７％（県８２％）で、県に比べて多い傾向に

あります。 

感染症をはじめ病気にかかった人の人権が侵害されることのないように、病気についての正し

い知識の普及と、偏見や差別を無くすための取組を行うことが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 病気に対する正しい知識の普及と啓発の推進 

無知や無理解から差別や偏見を受けやすい病気に関して、その正しい知識の普及を図ると

ともに、鳥取県が行う啓発事業などに積極的に協力し、「ハンセン病を正しく理解する週間（６

月）」、「心の健康祭り（１０月）」、「世界エイズデー(１２月１日)」などの機会を生かして啓発を推

進します。 

（２） 相談窓口の周知 

医療に関する相談対応はもちろん、プライバシーの保護、精神的な負担軽減、就労生活相談

など多様な対応が求められるため、県が設置する医療安全支援センター等の相談窓口等の周

知を図ります。 

（３） 新型コロナウイルス感染症に関する取組 

新型コロナウイルス感染症に関する情報提供を行うとともに、感染者や関係先等への誹謗

中傷を行わないようメッセージを発信していきます。 



33 

８ 刑を終えて出所した人の人権 

【現状と課題】 

刑を終えて出所した人やその家族に対しての偏見や差別意識が根強く存在しています。この

ことが原因で、就職や住居の確保が困難となり、中には悪意のある噂を流されるなど刑を終えて

出所した人の社会復帰は、本人に更生意欲がある場合においても、極めて厳しい状況にありま

す。 

矯正施設（刑務所、少年刑務所、少年院など）の入所者や被疑者・被告人の中には、高齢又は

障がいにより自立した生活を送ることが困難であるにもかかわらず、過去に必要とする福祉的支

援を受けてきていない人が少なくなく、また、親族等の受入先を確保できないまま再び地域に戻

る者も数多く存在しています。 

そのため、高齢者などの中には地域に戻ってきても生活困窮や孤立によって再犯につながっ

ている状況もあり、再犯防止に向けた取組が必要となっています。 

国においては、犯罪をした者などの円滑な社会復帰を促進すること等による再犯の防止等が

犯罪対策において重要であることから、平成２８（２０１６）年に「再犯の防止等の推進に関する法

律」が公布・施行され、誰一人取り残さない社会の実現に向け、国・地方公共団体・民間が連携

協力し、再犯防止推進施策の総合的な推進を図ることとされました。 

 これを受け鳥取県では、全国に先駆けて平成３０（２０１８）年に「鳥取県再犯防止推進計画」を

策定し、罪を犯した者を孤立・排除するのではなく、地域全体で包み込み、共に支え合って生活

できる社会づくりを展開していくため、再犯防止施策の充実・強化を推進していくこととしていま

す。 

 令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「近所に刑を終えて出所

した人がいたとき、地域の仲間として迎えることができる」については、「できる」「どちらかといえ

ばできる」を合わせて３８％（県３３％）、「どちらかといえばできない」「できない」を合わせて１８％

（県２３％）となっています。矯正施設入所者の抱える問題や社会的背景、現状の実態について

理解を広め、社会の偏見や固定的観念を排除することが必要となっています。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

   刑を終えて出所した人が社会の一員として円滑な生活を営むため、地域社会にある偏見や

差別意識の解消に向けた取組等を通じて、全ての人が社会で役割を持ち意味ある存在として

生活していることを認識する学びを重視した教育の充実に努めます。 

（２） 相談・支援の充実 

再犯防止など更生保護の充実発展に向けた取組について、国や関係機関と連携し必要な支

援をしていきます。 
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９ 犯罪被害者等の人権 

【現状と課題】 

鳥取県内における殺人、強盗、窃盗等の刑法犯認知件数は、令和２（２０２０）年は１，８１４件と１

７年連続で減少、交通事故の発生件数も令和２（２０２０）年は６２８件と１６年連続で減少していま

すが、件数は減少傾向にあるものの、依然として県民が被害に遭う事件、事故は多く発生してい

ます。 

 こうした事件・事故は、誰もが突然巻き込まれる可能性があるにもかかわらず、これまで、被害

者に対する社会の理解は十分とは言えず、被害者は犯罪等による身体的、精神的、経済的な直

接被害だけでなく、捜査・裁判の過程での精神的・時間的負担、周囲の人々の噂や中傷、さらに

プライバシーや私生活の侵害など、被害後に生じる副次的な被害（二次的被害）にも苦しめられ

ることがあります。 

鳥取県内においても、犯罪被害者やその家族らの被害の早期回復と軽減を図ることを目的と

した「犯罪被害者支援条例」を制定する自治体の動きもあり、予期せぬ犯罪に巻き込まれた被害

者が、社会で孤立することがないように支援が受けられる環境整備が進められています。 

犯罪被害者等の支援には、社会全体で認識を共有し、社会的に支援を受けられる環境整備が

重要であり、このためには被害者支援の気運の醸成が不可欠であることから、被害者支援への

理解をさらに深めるために、広報、啓発などを継続していくことが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

社会全体で犯罪被害者等を支援していくという意識を醸成する取組を通じて、差別のない

真に人権が尊重される社会の実現につながる学びを重視した教育の充実に努めます。 

（２） 相談・支援の充実 

相談に来られた被害者等の話を傾聴し、被害者等の実情に応じた情報提供を行います。ま

た、とっとり被害者支援センターや警察の相談窓口など、適切な相談機関や支援施設の紹介を

行います。 
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１０ 性的マイノリティの人権 

【現状と課題】 

性的マイノリティ（性的少数者：セクシュアルマイノリティ）を表す言葉の一つに、「ＬＧＢＴ」があ

り、恋愛や性的な関心の対象がどの性別に向かっているか表す「性的指向」（Ｓｅｘｕａｌ 

Ｏrｉｅｎｔａｔｉｏｎ セクシュアル・オリエンテーション）と、自分の性別がどの性別に属しているかの認

識や自覚を表す「性自認」（Ｇｅｎdｅr Ｉdｅｎｔｉｔｙ ジェンダー・アイデンティティ）に分かれていま

す。 

ＬＧＢＴ 

Ｌ：レズビアン（Ｌｅｓｂｉａｎ）：女性同性愛者 

Ｇ：ゲイ（Ｇａｙ）：男性同性愛者 

Ｂ：バイセクシュアル（Ｂｉｓｅｘｕａｌ）：両性愛者 

Ｔ：トランスジェンダー（Ｔrａｎｓｇｅｎdｅr）：生まれたときの 

「体の性別」と自覚する「心の性別」が一致しない人 

※「ＬＧＢＴ」以外にも、多様な性のあり方が存在していると言われています。 

ＳＯＧＩ 

「性的指向（Ｓｅｘｕａｌ Ｏrｉｅｎｔａｔｉｏｎ）」と「性自認（Ｇｅｎdｅr Ｉdｅｎｔｉｔｙ）」のアルファベットの先

頭の文字を取って「ＳＯＧＩ」と表現することがあります。「ＬＧＢＴ」という言葉は、性的マイノリティ

の人たちを一つのカテゴリーとして括りだし、その人たちが特別な存在として印象付けてしまう可

能性があります。これに対して「ＳＯＧＩ」とは、すべての人が持っている、それぞれの性的指向あ

るいは性自認を意味します。 

性的指向や性自認は多くの場合、思春期に認識すると言われていますが、学校生活や社会生

活で困難に直面する場面では、社会の多数派（マジョリティ）とは異なる者として、今もなお無理

解や誤解による差別や偏見が存在しています。 

令和元（２０１９）年の「労働施策総合推進法」の改正により、職場におけるパワーハラスメント

（パワハラ）防止のための雇用管理上の措置が事業主に義務付けられ、職場におけるパワハラに

該当する例として、相手の性的指向・性自認に関する言動や性的指向・性自認に関する望まぬ暴

露であるいわゆる「アウティング」が規定されました。 

「ＬＧＢＴ」の方々の生きづらさを解消し、アウティング対策など、正しい理解促進に向けた取組

を進める必要があります。 

令和３（２０２１）年５月に実施した伯耆町人権意識調査結果によると、「性的マイノリティが社会

的話題になっているが、自分の周りにはいないと思う」という設問については、「そう思う」「どちら

かといえばそう思う」と答えた者の割合が３４％（県３５％）、「どちらかといえばそう思わない」「そ

う思わない」と答えた者の割合が３３％（県３５％）となっています。 

また、「身近な人から性的マイノリティであると告白（カミングアウト）を受けたとき、共感したり、

性的指向 

性自認 
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支援する意思を伝えることができる」については、「できる」「どちらかといえばできる」を合わせて

５２％（県５３％）、「どちらかといえばできない」「できない」を合わせて１５％（県１６％）、「わからな

い」「無回答」を合わせて３４％（県３１％）となっています。 

多様な性のあり方があることをより多くの人が認識し、理解が進むように啓発を行っていくこ

とが必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 教育・啓発の推進 

学校教育では、児童生徒の発達段階に即して、性的マイノリティの児童生徒の不安や悩み

をしっかり受け止め、きめ細やかな対応の実施に努めるとともに、生命尊重、人間尊重の精神

に基づき、多様な性のあり方について、自ら考え、判断し、意思決定の能力を身につけ、望まし

い行動がとれるようにするための教育の推進に努めます。 

また、社会教育では、多様な性のあり方について、各種講座により住民周知を図ります。 

（２） 諸課題についての検討 

   カミングアウト（本人が、自発的に他者に知られていない自らのことを表明すること）をする

か、しないかは本人の自由です。カミングアウトの内容を本人の同意なく、他の人に伝えること

（アウティング）はしてはいけません。「カミングアウトの強制（及び禁止）やアウティングの禁止」

などを学ぶ研修会等の開催を検討し、性的マイノリティにかかる理解促進を図ります。 

なお、性の多様性についての議論は、国において検討が進められていくものであることから、

今後の国の動向を注視しながら対応を図っていきます。 
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１１ 生活困難者等の人権 

【現状と課題】 

我が国の経済政策における構造改革により、雇用や就業をめぐる環境の多様化に伴って、不

安定な雇用や低収入により困窮し、働いていても健康で文化的な生活を営むことができない

人々が急増する等の貧困問題が大きな社会問題となっています。 

このような状況に対応するため、平成 ２７（２０１５）年に「生活困窮者自立支援法」が施行され、

福祉事務所を設置する自治体ごとに生活困窮者の相談窓口が設置され、生活保護を受給する

前段で生活困窮者の抱える様々な問題解決を支援することが可能になりました。 

伯耆町においても、住居確保給付金の支給や伯耆町社会福祉協議会と協力し自立相談支援

事業を実施しています。 

今後も、複合的な問題を抱えた生活困窮者の課題を解消するため、庁内での連携を強化する

ことで、確実に相談窓口につなげる取組が必要です。 

【施策の基本的方向】 

（１） 自立相談支援と住居確保支援 

生活困窮者に対する相談窓口を設置し、就労その他の自立に関する相談支援、事業利用の

ためのプラン作成などの支援を行います。 

また、離職を理由に住居を失う恐れがある者に有期で家賃等を支給する住居確保給付金を

支給します。 

（２） 庁内連携の推進 

行政施策のあらゆる場面で、生活困窮者ではないかと感じられる場合は、生活困窮者自立

支援事業担当課に連絡し、積極的なアウトリーチ（援助が必要であるにもかかわらず自発的に

申し出ない人々に対して、行政などが積極的に働きかけて支援の実現を目指すこと）を行いま

す。 

また、相談者の支援プランを作成する支援調整会議には、支援調整に必要な担当部署にも

出席を依頼し支援プランにおいて役割を求めるなど、庁内連携を図ります。 
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１２ 様々な人権 

これまでにあげた分野別の人権問題のほかにも、私たちの周りには様々な人権問題が起きて

います。多様性を認め合い、偏見や差別をなくしていくことが大切です。 

（１） 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権 

鳥取県には、北朝鮮当局により拉致された政府認定拉致被害者や、拉致された疑いのある

方々がおり、拉致の疑いのある方々の中には伯耆町出身の方も含まれています。 

拉致問題は、人間の尊厳、人権及び基本的自由の重大かつ明白な侵害です。 

国、県、町は、平成 １８（２００６）年 ６ 月施行された「拉致問題その他北朝鮮当局による人権

侵害問題への対処に関する法律」に基づき、拉致問題の早期解決に向けた啓発活動を行って

いますが、拉致問題の解決に向け、町内の機運を高めていく必要があります。 

（２） 災害被害者等の人権 

近年、大規模な豪雨や台風などの自然災害が多発する中、高齢者、障がい者、乳幼児、妊

産婦、外国人等の配慮を要する者について、その状況を把握し、それぞれの様態に応じた対

応が必要となります。特に、避難時や避難所において年齢性別、性自認、家族構成、病気、言

葉の障がいなど様々な課題に配慮した取組が必要となっています。 

平成２３（２０１１）年３月１１日に発生した東日本大震災、また、それに伴う東京電力福島第一

原子力発電所事故により、多くの住民が避難生活を余儀なくされる中で、避難者に対する放

射線被ばくについての風評による人権問題なども発生しています。県内にも多くのかたが避難

してこられており、令和３年４月２６日現在、県内で２７世帯、６４人の方が避難生活をされてい

ます。 

（３） アイヌの人々 

アイヌの人々は、固有の言語や伝統的な儀式・祭事、多くの口承文学（ユーカラ）など、独自

の豊かな文化を持っていますが、明治政府のいわゆる同化政策等により、今日では、その文化

の十分な保存・伝承が図られているとは言い難い状況にあります。特に、アイヌ語を理解し、ア

イヌの伝統等を担う人々の高齢化が進み、これらを次の世代に継承していく上での重要な基

盤が失われつつあります。 

平成１９（２００７）年、国際連合では「先住民族の権利に関する国際連合宣言」が採択され、

また、その翌年平成２０（２００８）年には、衆参両院の本会議において「アイヌ民族を先住民族と

することを求める決議」が行われるなど、国内外において、先住民族への配慮を求める要請が

高まっています。 

このような状況を背景に、平成３１（２０１９）年２月には、「アイヌの人々の誇りが尊重される社
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会を実現するための施策の推進に関する法律」が閣議決定され、アイヌであることを理由とし

た差別の禁止について規定されました。また、同法に基づき同年９月には「アイヌ施策の総合的

かつ効果的な推進を図るための基本的な方針」が策定され、政府においては、アイヌに対する

差別の解消に資する施策を推進するため、アイヌの歴史や文化について教育活動の推進や、

民族共生象徴空間（アイヌ文化の復興と発展のための拠点となるナショナルセンター、愛称「ウ

ポポイ」）での生活や文化の体験など、その魅力に対する理解を深めるための取組などが定め

らました。 

（４） ひきこもりの状態にある人の人権 

就学や就労などの社会参加や対人交流を避け、自宅を中心とした生活を送るひきこもり者

の増加は、社会全体で対応すべき重要な課題となっています。 

内閣府の調査によると、いわゆるひきこもり状態（注７） にある方については、１５歳から３９

歳までで５４．１万人（平成３０（２０１８）年１２月調査）、４０歳から６４歳までで６１．３万人（平成３

０（２０１８）年１２月調査）と推計されています。 

鳥取県が平成３０（２０１８）年に実施した実態調査では、県内で６８５人の方が把握されてお

り、人口当たりの該当者の割合は０．２５％となっています。 

ひきこもり状態は、いろいろな要因が複合的に絡み合って生じるとされ、その原因は百人百

様と言えます。様々な人たちがひきこもり状態になっており、不登校と同様、誰にでも起こりう

ることだと言えます。ひきこもり状態の人への支援及びひきこもりについての理解を深めるた

め普及啓発をより進めていくことが必要です。 

【用語解説】 

（注７） ひきこもり状態 ：様々な要因の結果として社会的参加（仕事・学校・家庭以外の人との交流など）がで

きない状態が６か月以上続いていて、自宅に引きこもっている状態
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 第５章 人権施策の推進体制                           

１ 町の推進体制 

人権施策の推進にあたっては、関係各課と連携を取り毎年点検改善を加えながら、各種事業

を実施していきます。 

また、行政、教育委員会、保育所、小学校、中学校、ＰＴＡ、社会福祉協議会、各種事業所、議

会、農業委員会、区長協議会、民生委員協議会、青年団、男女共同参画審議会、老人クラブ連

合会、身体障害者協会などの団体や人権擁護委員、人権教育推進員、行政相談委員、社会教育

委員、公民館、隣保館、関係地区役員などにより組織する伯耆町人権教育・啓発推進協議会の

運営を支援し、同和問題をはじめとしたあらゆる人権問題を正しく理解するための各種事業を

推進していきます。 

２ 鳥取県人権文化センター等との連携・協働 

（公社）鳥取県人権文化センター（平成９（１９９７）年１１月設立）では、地域における人権啓発等

の取組を支援する中核機関として、様々な啓発手法やアプローチを研究し、その成果を提供して

います。 

人権啓発活動の拠点である「鳥取県立人権ひろば２１（ふらっと）」（平成１４（２００２）年４月設

置）では、全ての県民の方が生涯を通じて人権について学習し、人権尊重の理念に対する理解

を深めるための機会を提供し、また人権意識の向上のための取組を支援しています。 

町は、これらの施設と連携を図りながら、各種事業を推進していきます。 

３ 国、県、関係団体、ＮＰＯ等民間団体、企業等との連携・協働 

人権施策の推進にあたっては、国、県、市町村、関係団体がそれぞれの立場から様々な取組

を行っており、人権尊重の社会づくりを推進するためには、相互の連携のもと、協力体制を継続・

強化していくことが必要です。 

さらに、近年では価値観の多様化や地域社会を取り巻く環境の変化に伴い、ボランティア活動

やＮＰＯに参加する人が増加し、地域づくりにおいて大きな役割を果たしていることから、ＮＰＯ

や各種団体、企業など地域で活動する多様な組織との協働は不可欠です。 

そして、全ての人の人権が尊重され、安心して生活できる社会づくりのためには、行政だけで

はなく、町民がその担い手であることを自覚し、人権意識の高揚に努めることが重要です。 

よって、町民一人ひとりが生涯を通じて人権について学び、学んだことが活かせるようにする

ために、学校、家庭、地域社会、職場などにおいて、人権教育・啓発活動の機会を設けていくとと

もに、町民の自発的な取組を支援していきます。 
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分野 施策の推進 具体的取組 事業名 担当部局

１　人権教育・人権啓発の推進

（１）効果的な啓発手法

人権フォーラム 人権政策室

明るいまちづくり懇談会 人権政策室

ひまわりセミナー 人権政策室

放送講座 人権政策室

人権啓発標語 人権政策室

人権教育・啓発推進協議会運営事業 人権政策室

人権講座 文化センター

（２）効果的な情報提供

人権だより 人権政策室

広報ほうき「人権コーナー」 人権政策室

２　差別実態の解消に向けた施策

（１）差別解消に向けた施策の検討

差別事象対策会議 人権政策室

差別事象対応マニュアル 人権政策室

インターネットモニタリング 人権政策室

３　相談・支援の体制整備と充実

（１）相談機能の充実

人権相談 人権政策室

各種相談会の開催事業 人権政策室

人権政策室

人権政策室

（資料１）　第３次伯耆町人権施策推進計画　体系別実施事業一覧

人権施策基本方針
　　　　　　　　　　　　１　　一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまちづくり
　　　　　　　　　　　　２　　人権文化の風が吹き渡るまちづくり
　　　　　　　　　　　　３　　みんなが安心して暮らせるまちづくり

人権施策の推進方針
　　　　　　　　　　　　１　　住民参画と協働による人権尊重のまちづくり
　　　　　　　　　　　　２　　人権教育・人権啓発の推進
　　　　　　　　　　　　３　　相談・支援の体制整備と充実

共通して取り組む重要施策

②周知の工夫と相談しやすい環境
づくり

③関係機関の連携の推進

①差別事象対策会議

②インターネットモニタリング

①人権相談日の開設
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４　個人情報の保護と人権

（１）個人情報の適正な管理等の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）本人通知制度の周知

本人通知制度 住民課

５　ユニバーサルデザインの推進

（１）教育・啓発の推進

（ひまわりセミナー）再掲 人権政策室

（２）公共施設等のＵＤ化の推進

公共施設ＵＤ化推進事業 各課

６　企業への啓発

（１）事業主等への人権啓発

人権フォーラム（再掲） 人権政策室

人権教育・啓発推進協議会運営事業（再掲） 人権政策室

分野 施策の推進 具体的取組 事業名 担当部局

１　同和問題（部落差別）

（１）差別意識の解消に向けた教育、啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

地区学習会 文化センター

人権講座（再掲） 文化センター

人権教育・啓発推進協議会運営事業（再掲） 人権政策室

各種教室事業 文化センター

ミニデイサービス事業 文化センター

伯耆町教育振興会　人権教育研究大会 総務学事室

同和問題についての学習 総務学事室

（２）同和地区関係者を取り巻く課題解決に向けた施策の推進

各種相談会の開催事業（再掲） 人権政策室

各種相談事業 文化センター

差別事象対応マニュアル（再掲） 人権政策室

各種相談事業（再掲） 文化センター

本人通知制度（再掲） 住民課

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

人権講座（再掲） 文化センター

２　男女共同参画に関する人権

（１）社会における制度又は慣行の見直しと意識改革

広報・ＣＡＴＶ等を通じた広報活動 総務課

男女共同参画研修会の開催 総務課

各種相談会の開催 総務課

②差別事象への適切な対応

人権分野別の施策

①教育・啓発の推進

②同和対策事業の推進

③保育所・学校における人権教育の推進

①相談活動の充実

③本人通知制度の周知普及

①男女共同参画に向けた意識改革
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各種相談窓口の周知 総務課

男女共同参画についての学習 総務学事室

乳幼児とのふれあい体験 総務学事室

②政策・方針決定過程への女性の参画の推進 審議会等の男女構成比率の改善 各課

（２）家庭並びに社会生活における男女共同参画の推進

生涯学習室

町づくり推進室

女性消防団員の入団促進 総務課

防災会議への女性の参画促進 総務課

男性のための料理教室 健康増進室

子育て相談 健康増進室

家庭教育講演会 生涯学習室

家族介護教室 生活相談室

交流事業 生活相談室

③職場における男女共同参画の推進 広報・ＣＡＴＶ等を通じた広報活動（再掲） 総務課

（３）男女の人権の擁護と健康支援

広報・ＣＡＴＶ等を通じた広報活動（再掲） 総務課

各種相談会の開催（再掲） 総務課

妊婦健康診査の助成 健康増進室

多胎妊婦健康診査費助成 健康増進室

母性健康管理指導事項連絡カード事業 健康増進室

妊産婦訪問指導事業 健康増進室

マタニティひろば 福祉課

乳児家庭全戸訪問事業 健康増進室

乳がん・子宮がん検診 健康増進室

前立腺がん検診 健康増進室

３　障がいのある人の人権

（１）教育・啓発の推進

①広報活動の推進 広報・啓発活動の推進 福祉課

ひまわりセミナー(再掲) 人権政策室

地域支援セミナー運営事業 福祉課

（２）相談体制の充実

①相談支援の充実 相談支援事業との連携強化 福祉課

②障がい者団体との協働による相談活動 障がい者相談支援事業 福祉課

（３）権利擁護の推進

①差別の解消 ひまわりセミナー(再掲) 人権政策室

成年後見制度法人後見支援事業 福祉課

成年後見制度利用支援助成 福祉課

（４）社会参加と雇用の促進

①職業相談・支援体制の充実 相談支援事業との連携強化（再掲） 福祉課

障がい者雇用奨励金交付事業 福祉課

障がい者社会参加推進拠点運営事業 福祉課

（５）暮らしやすいまちづくりの推進

①バリアフリーのまちづくりの推進 福祉のまちづくり推進事業 福祉課

障がい児・者在宅生活支援事業 福祉課

障がい児・者日常生活用具給付事業 福祉課

地域活動への男女構成比率の改善

②家庭生活における男女共同参画
の推進

①男女間のあらゆる暴力の根絶

②女性の健康対策の推進

③性差に応じた健康支援

①地域社会における男女共同参画の推進

②啓発事業の推進

②雇用の機会・働く場の確保

②住環境の整備

②権利擁護の推進
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移動支援事業 福祉課

身体障がい者自動車改造費助成事業 福祉課

（６）特別支援教育の充実

特別支援教育支援員配置事業 総務学事室

障がい児通学支援事業 総務学事室

４　子どもの人権

（１）教育・啓発の推進

①教育の推進 人権教育の推進 総務学事室

②啓発の推進 ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）相談・支援体制の充実

母子・父子自立支援員による相談支援 福祉課

母子家庭等自立支援給付金事業 福祉課

就学支援検討会 総務学事室

就学援助事業（特別支援教育就学奨励金） 総務学事室

特別支援教育支援員配置事業（再掲） 総務学事室

教育支援センター運営事業 総務学事室

養育支援訪問事業 福祉課・健康増進室

要保護児童対策地域協議会事業 福祉課

④いじめ、不登校等への対応の充実 スクール・ソーシャル・ワーカー活用事業 総務学事室

（３）子育て支援サービスの充実

①親育ちの支援

地域子育て支援センター事業 福祉課

乳児家庭保育支援事業 福祉課

③地域の実情に応じた子育て支援の充実 地域学校協働本部事業 生涯学習室

（４）子どもを犯罪から守るための活動の推進

①情報モラル教育の推進 情報モラル教育の推進 総務学事室

通学路の安全点検 生涯学習室

少年を守る店の周知啓発 生涯学習室

５　高齢者の人権

（１）教育・啓発の推進

①認知症についての啓発活動の推進 認知症サポーター養成講座 生活相談室

権利擁護研修会 生活相談室

消費生活講座・出前講座 住民課

（２）相談・支援体制の充実

①制度の周知と利用促進 権利擁護研修会（再掲） 生活相談室

②虐待の早期発見と防止の推進 家族介護教室 生活相談室

（３）社会参加の促進

①地域学校協働本部事業への参加促進 地域学校協働本部事業（再掲） 生涯学習室

②シルバー人材センターへの加入促進 シルバー人材センターの運営支援 福祉課

（４）多様なサービスの提供

地域包括支援センター運営事業（再掲） 生活相談室

６　外国人の人権

（１）教育・啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）地域における国際理解、国際交流の推進

③移動手段の確保

①ひとり親家庭の自立支援の推進

②青少年育成伯耆町民会議との
連携

②特別な支援が必要な子どもへの
施策の充実

③児童虐待防止対策の充実

②安心して子育てができる環境の
確保

②消費者被害防止対策の推進
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英会話教室 岸本公民館

英会話教室 溝口公民館

Ｋｉｄｓ　Ｅｎｇｌｉｓｈ　Ｃｌａｓｓ 溝口公民館

（３）外国人児童生徒等に対する教育の充実

特別支援教育支援員配置事業（再掲） 総務学事室

７　病気にかかわる人の人権

（１）病気に対する正しい知識の普及と啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）相談窓口の周知

各種相談会の開催事業（再掲） 人権政策室

（３）新型コロナウイルス感染症に関する取組

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

８　刑を終えて出所した人の人権

（１）教育・啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）相談・支援の充実

各種相談会の開催事業（再掲） 人権政策室

９　犯罪被害者等の人権

（１）教育・啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）相談・支援の充実

各種相談会の開催事業（再掲） 人権政策室

１０　性的マイノリティの人権

（１）教育・啓発の推進

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）諸課題についての検討

１１　生活困難者等の人権

（１）自立相談支援と住居確保支援

自立相談支援事業 福祉課

住宅確保給付金 福祉課

（２）庁内連携の推進

庁内連携体制の構築 福祉課

スクール・ソーシャル・ワーカー活用事業（再掲） 総務学事室

１２　様々な人権

（１）北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（２）災害被害者等の人権

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（３）アイヌの人々

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

（４）ひきこもりの状態にある人の人権

ひまわりセミナー（再掲） 人権政策室

①町民向け語学講座や国際理解
講座の開催
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（資料２） 第３次伯耆町人権施策推進計画に関連する計画や調査等 

≪伯耆町の各種計画≫ 

計画名 計画期間等 備考 所管課 

伯耆町総合計画 令和３～７年度 第３次 企画課 

伯耆町教育振興基本計画 令和３～１２年度 第２次 教育委員会 

伯耆町男女共同参画推進計画 令和３～７年度 第３次 総務課 

伯耆町障がい者プラン 

 〃 障がい者計画 

〃 障がい福祉計画 

〃障がい児福祉計画 

福祉課 
平成２７～令和５年度 第４期 

令和３～５年度 第６期 

令和３～５年度 第２期 

伯耆町子ども・子育て支援事業計画 令和２～６年度 第２期 福祉課 

伯耆町地域福祉計画 平成 ２９～令和３年度 第３期 福祉課 

伯耆町高齢者福祉計画 令和３～５年度  健康対策課 

伯耆町健康づくり計画 平成 3０～令和４年度 第３次 健康対策課 

南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画 令和３～５年度 第８期  

≪第３次改訂に引用・参考にした調査・アンケート等≫ 

調査名 調査実施時期 備考 所管課等 

伯耆町人権意識調査 令和３年５月 第２回 教育委員会 

伯耆町人権意識調査 平成２８年５月 第１回 教育委員会 

鳥取県人権意識調査 令和２年５月 第５回 鳥取県 

伯耆町まちづくりアンケート 令和２年７月  企画課 

伯耆町男女共同参画意識調査 令和２年８月  総務課 



（資料３） 令和３年度伯耆町人権意識調査の結果について 

令和３年９月 伯耆町教育委員会 

１ 調査の概要 

（１）調査対象  伯耆町内在住の１６歳以上の者１，２００名（住民基本台帳に基づく無作為抽出） 

（２）調査客体  （１）により抽出した者に送付した調査票に関し、宛先又は移転先不明等により返送された 

調査票を除いた１，１９４名 

（３）調査期間  令和３年５月２０日（木）から６月１１日（金） 消印有効 

（４）有効回答数 ５５９名（回収率：４６．８％（５５９／１，１９４）） 

２ 分析にあたって 

今回の調査は、県の調査（令和２年５月実施）と比較検討するため、調査項目を県の項目に合わせて実施した。

したがって、町の前回調査（平成２８年５月実施）項目を大幅に変更することになった。 

今回の調査結果については、県の調査結果（項目によっては町の前回調査結果）と比較しながら、本町におけ

る差別等の実態や人権意識、今後の啓発等の取組の課題について明らかにした。 

３ 主な調査結果の概要 

≪差別等の実態について≫ 

 ○「差別待遇（不平等・不利益な取り扱い）」や「職場での嫌がらせやいじめ」、「インターネットへの不適切な書き込

み」など、日常生活の中で依然として様々な人権侵害が発生している。また、直接的な人権侵害のほかにも、家

庭や地域、学校や職場の中で「平等に扱われていない」と感じている人が、県より多くなっている。 

 ○「同和地区（被差別部落）の人々に対する差別的な言動」など、依然として部落差別が存在している。 

≪人権に関する考えや認識について≫ 

 ○「人権問題は自分に関わる問題」であるという認識を７５％の人が持っている。また、問題解決のために必要な

取組に関しても、多くの人が理解を示している。一方で、「差別される人にもそれだけの理由がある」と回答した

人が２７％あり、差別を受ける人に対する偏見も相変わらず見受けられる。 

 〇具体的な人権問題に関する認識については、「女性」「子ども」「外国人」「ハンセン病」などで理解が進んできて

いると思われる。また、災害などの緊急時や近所づきあいにおいては、人権に配慮した態度や行動がとれる実

践力が高まっていると考えられる。 

≪同和問題（部落差別）に関する認識について≫ 

 ○同和問題（部落差別）についての正しい認識が普及しているとは必ずしも言えない。 

 ○同和問題（部落差別）の現実や身元調査の問題性などが必ずしも正しく理解されているとは言えない。 

≪人権教育・啓発の取組について≫ 

○講演会や研修会へ「参加したことがある」（４０％）よりも「参加したことがない」（５８％）人の方が多くいる。 

○講演会や研修会等についての広報や周知方法に課題がみられる。また、人権教育や啓発の内容や方法にも課

題がみられる。 

○人権問題を正しく理解するためには、冊子やパンフレットを活用したり、定期的に講演会や研修会等に参加す

ることが重要であるため、研修会等に参加したことがない人に参加を促したり、冊子やパンフレットを活用して

もらうきっかけをつくるための広報媒体の使い方や内容について工夫する必要がある。 

○「差別的な言動」、「差別待遇」、「職場での嫌がらせやいじめ」、「インターネットへの不適切な書き込み」など、差

別の実態が社会全体にわたっている。教育や啓発を進めていく中で、家庭や地域、学校や職場などが連携・協

働しながら、共通して差別実態の解消に向けた取組を進めていく必要がある。 

４ 今後の予定 

調査結果から見えてきた課題への対応については、引き続き人権教育や啓発の施策の充実に取り組むととも

に、今年度改訂予定の「第 3次伯耆町人権施策推進計画」に反映させる。 

7
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（資料４） 伯耆町人権施策推進計画に基づく令和３年度事業実施状況調査の結果について 

令和３年９月 伯耆町教育委員会 

１ 調査の目的 
第２次伯耆町人権施策推進計画に基づき各課が実施している現在の事業（変更や廃止、新規事業等も

含めて）について、実施状況及び今後の予定等を把握し、第３次推進計画策定の基礎資料を得る。 

２ 調査の概要 
第２次伯耆町人権施策推進計画に基づき伯耆町が現在実施している対象事業（１０８事業）について、

担当課にその実施状況や今後の予定等を調査依頼し、回答を得たものである。 

３ 主な調査結果の概要 
≪実施事業数について≫ 

分 野 事業数 
令和２年度事業の評価 次期計画に向けて 

達成 一部達成 未達成 継続実施 変更 廃止 

①同和問題 １５ １１ ３ １ １５   

②男女共同参画 ３２ ２７ １ ４ ２８  ４ 

③障がいのある人 １７ １４ ３  １６ １  

④子ども １８ １４ １ ３ １４ １ ３ 

⑤高齢者 ８ ８   ６  ２ 

⑥外国人 ４  １ ３ ４   

⑦病気にかかわる人 ２  ２  ２   

⑧性的マイノリティ １  １  １   

⑨生活困難者等 ３ ２  １ １  ２ 

⑩インターネット ２ １ １  ２   

⑪ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ２ １ １  ２   

⑫様々な人権 ４  ４  ４   

合 計 １０８ ７８ １８ １２ ９５ ２ １１ 

≪令和２年度事業の実施状況について≫ 

・実施事業１０８事業のうち８２事業（７６％）が、「同和問題」「男女共同参画」「障がいのある人」「子ども」の

４分野に集中している。「高齢者」以下の８分野の事業は、２６事業（２４％）にとどまっている。 

・調査を依頼したほとんどの事業が実施され、目的を達成している事業は７８事業（７２％）だった。一部達

成の事業は１８事業（１７％）で、理由はコロナ禍による事業の一部未実施によるものだった。未達成の事

業は、１２事業（１１％）だった。 

・中には、機能を整理統合して実施している事業もあり、発展的に運用されている。 

≪次期計画に向けた事業について≫ 

・継続して実施する事業が９５事業、内容等を変更して実施する２事業と合わせると９７事業（９０％）が次

期計画においても実施予定の事業である。また、廃止予定の事業は１１事業（１０％）となっている。 

・人権分野の分類は変更があっても、町として人権を尊重するため、必要な施策を積極的に推進して、行

政のすべての分野において町民の人権意識の高揚に努めている。 

４ 今後の予定 
現在、町長の諮問を受け審議会で検討中の第３次伯耆町人権施策推進計画策定の基礎資料とする。

また、今後も分野別にこの調査を継続し、人権施策推進計画の体系に対応した事業がより充実するよう

努めていく。
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（資料５） 伯耆町の概況 

１ 年代別人口の推移 
本町の総人口は、合併当初の平成１７（２００５）年では １２,５０８ 人でしたが、令和３（２０２１）年

には １０,６９０人と １,８１８人減少しました。その一方で総人口に占める高齢者の割合は増加して

おり、令和３（２０２１）年の高齢化率は 3８.７％となっています。 

また、１４歳以下の子どもの人口は、年々減少していますが、総人口に対する割合は、１１.９％

程度で安定しています。 

２ 男女別人口の推移 
本町の男女別人口は、女性が男性より多く、その差は少しずつ縮まっています。 

1,311 1,291 1,290 1,299 1,303 1,307 1,286 1,282 1,290 1,276 

6,702 6,505 6,284 6,221 6,073 5,901 5,691 5,587 5,419 5,277 
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（令和 3年 4月 １日現在） 

（令和 3年 4月 １日現在） 
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３ 障がい者数 
身体障がい者数では、平成２８（２０１６）年度に比べ、全体的に増加傾向にあります。知的障が

い者数及び精神障がい者数においても、平成２８（２０１６）年度に比べ、全体数が増えています。 

（１） 身体障がい者数（障がい種類別・個別等級別） 

                                                   （単位：人） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障がい 
１１ 
（１８） 

２4 
（２０） 

4 
（１） 

７ 
（２） 

１１ 
（3） 

１９ 
（２） 

７６ 
（4６） 

聴覚・平衡機
能障がい 

０ 
（０） 

１０ 
（１4） 

4 
（２） 

１4 
（１０） 

１ 
（０） 

２８ 
（3５） 

５７ 
（６１） 

音声・言語・そし

ゃく機能障がい 

０ 
（０） 

１ 
（０） 

１６ 
（７） 

4 
（4） 

０ 
（０） 

０ 
（０） 

２１ 
（１１） 

肢体不自由 
７4 
（９９） 

１０６ 
（６８） 

１７５ 
（８０） 

１９９ 
（１１８） 

５７ 
（3１） 

２２ 
（１７） 

６33
（4１3） 

内部障がい 
１4０ 
（１２２） 

０ 
（０） 

3０ 
（２２） 

4６ 
（34） 

０ 
（０） 

０ 
（０） 

２１６ 
（１７８） 

計 
２２５
（２3９） 

１4１ 
（１０２） 

２２９ 
（１１２） 

２７０ 
（１６８） 

６９ 
（34） 

６９ 
（５4） 

１００3 
（７０９） 

（重複障がいの場合はそれぞれにカウント 令和 ２年 4月 １日現在） 

（ ）内は平成 ２８年 4月 １日現在  

 （２） 知的障がい者数（療育手帳所持者数） （単位：人）

 Ａ（重度） Ｂ（中・軽度） 計 

１８ 歳未満 ０（１） １１（１１） １１（１２） 

１８～６4歳 ２（２4） ７4（3６） ７６（６０） 

６５ 歳以上 ０（７） ２3（１3） ２3（２０） 

計 ２（3２） １０８（６０） １１０（９２） 

（令和 ２年 4月 １日現在、（ ）内は平成２８年 4月 １日現在） 

  （３） 精神障がい者数（精神障害者福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院）受給者数）

（単位：人） 

 精神障害者保健福祉手帳 自立支援医療 

（精神通院） １ 級 ２ 級 3 級 計 

１８ 歳未満 ０（０） ０（０） ５（4） ５（4） ２（７） 

１８～６4歳 4（８） ５4（６１） ８（3） ６６（７２） １43（１3１） 

６５ 歳以上 ８（７） １６（１１） １（２） ２５（２０） 44（２3） 

計 １２（１５） ７０（７２） １4（９） ９６（９６） １８９（１６１） 

            （令和 ２年 4月 １日現在、（ ）内は平成 ２８年 4月 １日現在） 
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４ 外国人の人口 
外国人の人口は、年々減少傾向にありますが、令和３年には４９人に減りました。 

 ≪国籍別外国人住民数の推移（伯耆町）≫            （単位：人） 

国 籍 平成２８年 令和３年 

中 国 ２０ １２ 

韓国・朝鮮 １４ １２ 

フィリピン ５ ８ 

英 国 ４ ３ 

タ イ ２ ３ 

ベトナム １３ ２ 

米 国 ２ １ 

ブラジル １ １ 

パキスタン １ １ 

イタリア １ １ 

シンガポール ０ １ 

ネパール ０ １ 

ハンガリー ０ １ 

ポーランド ０ １ 

南アフリカ共和国 ０ １ 

オーストラリア １ ０ 

合計 ６４ ４９ 
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56 56 

64 66 62 57 58 
４９
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（資料６） 第２次伯耆町人権施策推進計画の体系 

【平成２９（２０１７）～令和３（２０２１）年度】 

Ⅰ 人権施策基本方針 

１ 一人ひとりを大切にし、個性が発揮できるまちづくり 

２ 人権文化の風が吹き渡るまちづくり 

     ３ みんなが安心して暮らせるまちづくり 

Ⅱ 人権施策の推進方針 

１ 住民参画と協働による人権尊重のまちづくり 

２ 人権教育・人権啓発の推進 

３ 相談・支援の体制整備と充実 

Ⅲ 分野別施策の推進 

   １ 同和問題 

（１）差別意識の解消に向けた教育、啓発の推進 

  ①教育・啓発の推進 

  ②同和対策事業の推進 

  ③保育所・学校における人権教育の推進 

（２）同和地区関係者を取り巻く課題解決に向けた施策の推進 

  ①相談活動の充実 

  ②差別事象への適切な対応 

  ③本人通知制度の周知普及 

   ２ 男女共同参画に関する人権 

   （１）社会における制度又は慣行の見直しと意識改革 

     ①男女共同参画に向けた意識改革 

     ②政策・方針決定過程における女性の参画の推進 

   （２）家庭並びに社会生活における男女共同参画の推進 

     ①地域社会における男女共同参画の推進 

     ②家庭生活における男女共同参画の推進 

     ③職場における男女共同参画の推進 

   （３）男女の人権の擁護と健康支援 

     ①男女間のあらゆる暴力の根絶 

     ②女性の健康対策の推進 

     ③性差に応じた健康支援 

   ３ 障がいのある人の人権 

   （１）教育・啓発の推進 
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     ①広報活動の推進 

     ②啓発事業の推進 

   （２）相談体制の充実 

     ①相談支援の充実 

     ②障がい者団体との協働による相談活動 

   （３）権利擁護の推進 

     ①差別の解消 

     ②権利擁護の推進 

   （４）社会参加と雇用の促進 

     ①職業相談・支援体制の充実 

     ②雇用の機会・働く場の確保 

   （５）暮らしやすいまちづくりの推進 

     ①バリアフリーのまちづくりの推進 

     ②住環境の整備 

     ③移動手段の確保 

   （６）特別支援教育の充実 

   ４ 子どもの人権 

   （１）教育・啓発の推進 

     ①教育の推進 

     ②啓発の推進 

   （２）相談・支援体制の充実 

     ①ひとり親家庭の自立支援の推進 

     ②特別な支援が必要な子どもへの施策の充実 

     ③児童虐待防止対策の充実 

     ④いじめ、不登校等への対応の充実 

   （３）子育て支援サービスの充実 

     ①親育ちの支援 

     ②安心して子育てができる環境の確保 

     ③地域の実情に応じた子育て支援の充実 

   （４）子どもを犯罪から守るための活動の推進 

     ①防犯パトロール 

     ②情報モラル教育の推進 

   ５ 高齢者の人権 

   （１）教育・啓発の推進 

     ①認知症についての啓発活動の推進 

     ②成年後見制度、日常生活自立支援事業の周知 

   （２）相談・支援体制の充実 
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     ①制度の周知と利用促進 

     ②虐待の早期発見と防止の推進 

   （３）社会参加の促進 

     ①学校支援地域本部事業への参加促進 

     ②シルバー人材センターへの加入促進 

   （４）多様なサービスの提供 

   ６ 外国人の人権 

   （１）教育・啓発の推進 

   （２）地域における国際理解、国際交流の推進 

     ①町民向け語学講座や国際理解講座の開催 

   （３）外国人児童生徒等に対する教育の充実 

７ 病気にかかわる人の人権 

（１）病気に対する正しい知識の普及と啓発の推進 

（２）相談窓口の周知 

   ８ 性的マイノリティの人権 

   （１）教育・啓発の推進 

   ９ 生活困難者等の人権 

   （１）自立相談支援と住居確保支援 

   （２）庁内連携の推進 

   １０ インターネットにおける人権 

   （１）教育・啓発の推進 

   （２）青少年の健全な育成のための環境整備 

１１ ユニバーサルデザインの推進 

（１）教育・啓発の推進 

（２）公共施設等のＵＤ化の推進 

   １２ 様々な人権 

   （１）北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権 

   （２）刑を終え出所した人の人権 

   （３）犯罪被害者等の人権 

   （４）職場における人権問題 
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（資料７）伯耆町部落差別をはじめあらゆる差別をなくする人権尊重に関する条例 

平成１７年１月１日 

条例第１１９号 

（目的） 

第１条 この条例は、すべての国民に基本的人権を保障し、法の下の平等を定めた日

本国憲法の理念及び同和対策審議会答申（昭和4０年８月１１日答申）の精神に基

づき、部落差別をはじめあらゆる差別（以下「あらゆる差別」という。）をなくするた

め、町の責務、町民の責務並びに町の施策等必要な事項を定め、町民の人権尊重

及び人権意識の高揚を図り、もって平和で明るく住みよい地域社会の実現に寄与

することを目的とする。 

（町の責務） 

第２条 町は、前条の目的を達成するため、必要な施策を積極的に推進するとともに、

行政のすべての分野において町民の人権意識の高揚に努めるものとする。 

（町民の責務） 

第３条 町民は、相互に基本的人権を尊重し、あらゆる差別をなくするため、人権尊

重を図るための施策に積極的に参画するとともに、自らも研修に努め、差別及び差

別を助長する行為をしないよう努めるものとする。 

（町の施策等） 

第４条 町は、あらゆる差別をなくするために必要な環境改善対策に関する事業を実

施するとともに、人権尊重を基盤にした町政の充実に努め、人権に関する調査・研

究、社会福祉の充実、産業の振興、教育文化の向上等に関する施策を積極的に推

進するものとする。 

２ 町は、前項の施策推進に当たっては住民の自主性を尊重し、自立向上の意欲を

増進するように配慮しなければならない。 

３ 町は、第１項に規定する施策を推進するため、必要に応じ実態調査を行うものと

する。 

（推進体制の充実） 

第５条 町は、前条に規定する施策を効果的に推進するため、国、県及び関係機関と

の連携を強め、推進体制の充実に努めるものとする。 

（人権啓発活動の充実） 

第６条 町は、町民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、関係団体との緊密な連

携を図り、啓発活動の充実に努め、差別を許さない世論形成や人権尊重の社会風

土の改善を促進するものとする。 

（審議会） 

第７条 町は、あらゆる差別をなくし、人権尊重と啓発を図るために必要な施策の策

定及び推進に関する重要事項を調査審議する審議会を置く。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成１７年１月１日から施行する。 


